




2023年 地方統一選挙の結果を検証する

公益社団法人神奈川県地方自治研究センター顧問　上林　得郎

は じ め に

　戦後の第 1回選挙から数えて 20回目となる
今回の統一地方選挙は、前半戦として 4月 9
日に、47都道府県のうち 9道府県知事選・41
道府県会議員選と、20の政令指定都市のうち
6市長選・17市議選の投開票がおこなわれた。
後半戦は 4月 23日に、政令指定都市以外の
772市のうち 88市長選・294市議選と、東京
23特別区のうち 12区長選・21区議選、そし
て 926市町村のうち 124町村長選・373町村
議選が行われた。
　統一地方選挙は、第 1回が 1947（昭和 22）
年 4月に全国で一斉に実施されたが、首長の
辞任や議会の解散などが行われると任期が新
しくなるため選挙期日にずれが生じることに

なる。そのため 4年ごとに 3月 1日から 6月
10日までに任期の切れる選挙について特例法
で期日を統一して行われてきた。しかし、平
成の大合併の終わった 2007（平成 19）年には
統一率が 29.8％と３割を割り込み、その後も
徐々に低下してきている。
　そして、今回の選挙の実施状況は、図表 1-1

の通り、地方自治体の首長と議会の総数に対
して統一選挙への参加状況（実施率）でみると、
27.5％で、前回 2019年とほぼ同じ状況であっ
た。全体の 4分の 1まで下がった統一選挙の
あり方について、改めて検討し直す必要があ
るのではなかろうか。
　全体の選挙が終わってみると、地方自治の

根幹をなす首長 ･議員の選挙である
のにもかかわらず、有権者の関心は
極めて低く、熱意が感じられない選
挙であったと言わざるを得ない。そ
れは、低い投票率、そして無投票当
選者の続出に現れていた。
　今回の選挙で最も多く有権者の参
加を見込まれた道府県会議員選挙で
は、前回に引き続いて過去最低の投
票率を更新した。図表 1-2の通り、
前回の 44.08％からさらに下がって
41.85％となり、全体の約 6割の人が
選挙に参加していないことになる。
関東地方や中国地方などの 10県で

【特集】

図表 1-1　統一選執行自治体数および統一率

知　事 9 19.1% 11

議　員 41 87.2% 41

長 6 30.0% 6

議　員 17 85.0% 17

長 88 11.4% 86

議　員 294 38.1% 294

長 12 52.2% 11

議　員 21 91.3% 20

長 124 13.4% 121

議　員 373 40.3% 375

長 239 13.4% 235

議　員 746 41.7% 747

1,788 985 27.5% 982

※統一率27.5％は、下記の算式による

985（統一地方選挙執行予定団体数）
＝100（％）

1788（団体数）×2
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20

一般市 772

小計 1,788

特別区 23

町村 926

道府県 47
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投票率が 3割台となっており、30の道府県で
過去最低の投票率であった。投票率が上がっ
たのは、知事選挙で保守が分裂して激しい選
挙となった奈良と徳島で、知事選で 6ポイン
ト前回を上回ったことを受けて、県議選でも 5

ポイント上昇していたのが目につく程度であ
った。
　立候補者が定員と同数で無投票当選となっ
た選挙が多かったのも今回の特徴である。道
府県会議員選挙では、41道府県のすべてから

無投票当選者を出しており、全体の
25％、565人が無投票となっていた。
なかでも山梨県議選では 57議席のう
ち 23人、62％が無投票となり、県都
の甲府市選挙区（定数９）が初めて無
投票となった。また岐阜、和歌山、
広島、徳島の４県でも無投票当選が
４割を超えていた。
　さらに、政令市以外の市長選挙で
は 88市のうち 25市（28.4％）が無
投票当選となり、町村長選挙では
125町村のうち 70町村（56.0％）で
無投票当選となっていた。町村長選
では 2003（平成 15）年に 541町村の
うち 276町村（51.0％）が無投票と
なった記録が残っているが、それを
超える過去最も多い無投票の割合と
なった。
　一方、町村議会選でも 373町村の
うち 93 町村（24.9％）、定員では
4,126人のうち 1,250人（30.3％）が
無投票当選となっていた。
　投票率の低下と無投票当選者の増
加は、地域政治に対する関心の低さ
を表すとともに、地方議員のなり手
が不足していることにより「選挙の
空洞化」が進み、地方自治を掘り崩
す危機に直面していることでもある。
住民生活に直結する政策を実施する
上で、改めて地方自治の重要性を認
識し、地域政治の必要性を再構築す
る必要性を感じさせる結果であった。

2023年 増△減 19年 15年 11年 07年

北 海 道 50.92 * △ 5.71 56.63 58.61 58.87 64.45

青 森 42.62 * △ 5.76 48.38 51.08 51.68 57.08

岩 手 69.45

宮 城 50.45

秋 田 52.53 * △ 0.34 52.87 56.12 61.18 67.87

山 形 50.96 * △ 3.36 54.32 56.11 57.56 65.22

福 島 56.99

栃 木 38.02 * △ 2.42 40.44 44.14 46.27 50.00

群 馬 39.51 * △ 3.98 43.49 45.14 49.08 55.51

埼 玉 34.92 * △ 0.60 35.52 37.68 39.54 43.69

千 葉 35.99 * △ 0.27 36.26 37.01 40.04 44.43

神 奈 川 41.37 0.21 41.16 41.81 45.69 47.49

新 潟 46.38 * △ 3.39 49.77 49.70 52.88 61.12

富 山 45.69 * △ 1.39 47.08 46.81 57.54 57.47

石 川 46.36 1.64 44.72 48.15 56.72 57.95

福 井 51.75 * △ 7.65 59.40 54.50 60.36 64.42

山 梨 47.24 * △ 3.02 50.26 54.22 55.79 62.81

長 野 44.47 * △ 3.10 47.57 48.92 54.19 57.26

岐 阜 41.60 0.05 41.55 46.83 45.70 52.47

静 岡 44.62 * △ 2.23 46.85 47.88 51.50 55.97

愛 知 35.10 * △ 1.91 37.01 38.50 42.01 43.10

三 重 41.52 * △ 7.43 48.95 49.60 57.10 56.54

滋 賀 42.51 * △ 0.62 43.13 46.54 49.69 53.05

京 都 40.23 0.20 40.03 41.75 44.48 46.11

大 阪 47.74 △ 2.70 50.44 45.18 46.46 44.90

兵 庫 39.01 0.37 38.64 40.55 41.43 45.67

奈 良 54.96 5.24 49.72 50.93 53.49 53.17

和 歌 山 43.74 * △ 3.27 47.01 48.11 52.74 53.93

鳥 取 49.15 * △ 3.55 52.70 57.46 60.55 62.03

島 根 55.82 * △ 5.27 61.09 60.80 68.97 68.66

岡 山 39.73 * △ 2.57 42.30 44.79 50.18 50.71

広 島 35.87 * △ 3.88 39.75 41.71 47.50 53.87

山 口 39.75 * △ 4.28 44.03 47.52 51.70 58.13

徳 島 53.64 5.37 48.27 45.53 52.94 59.63

香 川 40.18 1.78 38.40 48.64 50.04 54.12

愛 媛 38.06 * △ 2.33 40.39 45.35 49.65 50.04

高 知 41.29 * △ 5.29 46.58 49.84 52.65 54.98

福 岡 35.50 * △ 7.82 43.32 40.88 43.12 49.91

佐 賀 42.44 * △ 3.68 46.12 50.92 60.20 66.55

長 崎 46.58 * △ 1.44 48.02 50.89 57.85 60.12

熊 本 43.41 * △ 3.12 46.53 50.24 52.42 61.92

大 分 51.62 2.78 48.84 58.17 58.41 66.08

宮 崎 40.75 0.99 39.76 42.52 49.02 55.38

鹿 児 島 42.97 * △ 1.41 44.38 48.78 53.23 57.18

平均 41.85 * △ 2.23 44.08 45.05 48.15 52.25

*印は過去最低（30道府県）

投　　票　　率　　％

図表 1-2　道府県会議員選挙の投票率
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1. 知事・道府県議選と政令市長・同市
 議選の結果

　統一地方選挙の前半戦は、知事選が 3月 23
日、政令市長選が 26日、道府県議と政令市議
選が 31日に告示され、4月 9日に投開票が行
われた。

（ 1 ） 9 知事選
　知事選は、北海道、神奈川、福井、大阪、
奈良、鳥取、島根、徳島、大分の 9道府県で
行われた。そのうち、国政の与野党が対決と
なったのは北海道だけで、保守 ･自民党系が
分裂選挙となったのが奈良と徳島、維新対非
維新の対決となった大阪、新人 2人の対決と
なった大分、そして現職に与野党が相乗りし
て共産系の候補と対決したいわゆる「無風選
挙」となったのが神奈川、福井、鳥取、島根
という構図となった。神奈川は第２部で詳報
するので、8道府県知事選を概観することにし
た。（図表 1-3）
① 北海道知事選、現職が圧勝
　前回に続いて国政の与野党が対決する構図
となった北海道知事選は、現職の鈴木直道氏
と、野党共闘で挑む新顔で元立憲民主党衆院
議員の池田真紀氏の対決の構図であった。ほ
かに建設整備業と元美容師など無所属 2人が
立候補した。
　前回の知事選で北海道夕張市長から転じて
初当選した鈴木氏は、就任 1年目で迎えたコ
ロナ危機への対応で道独自の緊急事態宣言を
発するなど初期の対応が評価されていた。一
方、新人の池田氏は野党共闘の形が整ったの
は告示まで 2ヶ月を切った状況で、出遅れは
否めなかった。
　選挙結果は、鈴木氏が政党色を前面に出さ
ずに、全道各地を回って政策を直接訴え、若

さと現職 1期目の実績を買われ、自民 ･公明
支持層の 8割をつかんだ上で、無党派層の 7
割からの支持を得て圧勝した。池田氏は、社
会福祉士としての経験を生かして福祉 ･医療
政策を訴えたが、野党各党の幹部の応援も十
分でなく、推薦した立憲支持層を 6割程度し
か固めきれずに敗れた。
　伝統的にリベラル色の強い北海道で、2021
年の衆院選と昨年の参院選では自民党が勝利
しており、北海道の保守化の勢いが強まった
状況といえる。
② 自民が分裂した奈良知事選、維新が漁夫の利
　奈良知事選は、自民県連が推薦する元総務
省課長の平木省氏と、前回まで自民の支援を
受けてきた現職の荒井正吾氏が争う「保守分
裂」となった。平木氏は、自民県連会長の高
市早苗・経済安全保障担当相が総務相だった
当時の秘書官で、県連は平木氏への推薦を決
めたが、党本部は態度を保留。自民の一部県
議や首長は荒井氏を推した。
　これに対して維新は元奈良県生駒市長の山
下真氏を公認候補者として立て、保守分裂に
割って入る形となった。維新は、党幹部が次々
と応援に訪れ、維新カラーを前面に出した選
挙戦を展開した。このほかに共産党の推薦し
た元大和郡山市議と、元中学校講師、製造会
社員の 3名も立候補した。
　選挙結果は、山下氏が大差で初当選となり、
大阪以外で初めての維新公認知事誕生となっ
た。生駒市長時代の実績もあり、大阪へ通勤
する県民も多く、大阪での維新政治への期待
も込められていたようにも思われる。県議会
は、自民党が 23から 17議席へ大きく減らし、
維新が 3から 14議席に躍進したこととあわせ
て、今後の県政運営の動向が注目される。

第 1部　全国的に見る統一地方選挙の結果と特徴
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③ ３分裂の徳島知事選、後藤田氏が制す
　徳島県知事選は異例の「保守 3分裂」とな
った。自民党徳島県連は現職の飯泉嘉門氏を
推薦していたが、飯泉氏への多選批判が噴出
していたものの反飯泉派もまとまることがで
きなかった。その結果、自民党・前参院議員
の三木亨氏と前衆院議員の後藤田正純氏が任
期途中で辞職して立候補することになった。
このほかに、共産党の古田元則氏も立候補し
たが、事実上、保守分裂の三つ巴の戦いとな
った。

　5期 20年知事
を務めた飯泉氏
は、元総務省官僚
で岸田総理から
の激励文も届い
たことをアピー
ルしたが、多選批
判の風当たりは
強かった。三木氏
は自民党の会派
からの応援を受
け、現職への批判
を避け協調路線
を訴えた。元自民
党副総裁の故・後
藤田正晴氏を大
叔父に持つ後藤
田正純氏は、8期
務めた衆院議員
を途中で辞め、従
来の後援会組織
を解散して背水
の陣で臨んだ。
　選挙結果は、後
藤田氏が 13万票、
三木氏が 10万票、
飯泉氏が 8.6万票
と三分割された

結果、後藤田氏の当選が決まった。後藤田氏は、
既成組織に頼らないことを強調し、運動員に
よる名前の連呼も個人演説会も開かない「新
しいスタイル」の選挙運動を展開した。出口
調査によると、後藤田氏が自民党支持層の 4
割以上、無党派層の 4割を大きく超える支持
を得て、衆院議員８期の知名度を武器にして
激戦を制した。
　徳島における保守の分裂はかつてから続い
ており、阿波戦争とも呼ばれていた。当選し
た後藤田氏は「ノーサイド」を強調していたが、

当落 得　票 候補者氏名 年齢 経歴 党派 期数 推薦状況

　■北海道

当 1,692,436 鈴木　直道 42 〈元〉夕張市長　 無所属 現② 〈自〉〈公〉〈大〉

479,678 池田　真紀 50 〈元〉衆院議員　 無所属 新 〈立〉〈共〉〈ネ〉

40,579 門別　芳夫　 61 建設設備業　　　 無所属 新

24,978 三原　大輔 48 〈元〉美容師　　 無所属 新

　■神奈川

当 1,933,753 黒岩　祐治 68 〈元〉キャスター　 無所属 現④

651,473 岸　　牧子 66 市民団体代表　　　 無所属 新 〈共〉

151,361 大津　綾香 30 建築デザイナー　　 政女 新

123,922 加藤健一郎 73 医師　　　　　　　 無所属 新

　■福井

当 282,097 杉本　達治 60 〈元〉総務省部長　 無所属 現② 〈自〉〈立〉〈公〉

32,778 金元　幸枝 65 党県書記長　　　　 共産 新

　■大阪

当 2,439,444 吉村　洋文 47 〈元〉大阪市長　 大阪維新 現②

437,972 谷口真由美 48 法学者　　　　　 無所属 新

263,355 辰巳孝太郎 46 〈元〉参院議員　 無所属 新 〈共〉

114,764 吉野　敏明 55 歯科医師　　　　 参政 新

32,459 佐藤さやか 34 薬剤師　　　　　 政女 新

22,367 稲垣　秀哉 53 執筆業　　　　　 諸派 新

　■奈良

当 266,404 山下　　真 54 〈元〉生駒市長　　　 維新 新①

196,729 平木　　省　 48 〈元〉総務省課長　　 無所属 新

97,033 荒井　正吾 78 〈元〉参院議員　　　 無所属 現④

19,861 尾口　五三 72 〈元〉大和郡山市議　 無所属 新 〈共〉

13,034 西口　伸子　 68 〈元〉中学校講師　　 無所属 新

6,806 羽多野貴至 43 製造会社員　　　　　 無所属 新

　■鳥取

当 200,442 平井　伸治 61 全国知事会長　 無所属 現⑤ 〈立〉

17,822 福住　英行 47 党県常任委員　 共産 新

　■島根

当 251,545 丸山　達也 53 〈元〉総務省室長　 無所属 現② 〈自〉〈立〉〈公〉〈国民〉

29,964 向瀬　慎一 52 党地区委員長　　　 共産 新

10,083 森谷　公昭 67 税理士　　　　　　 諸派 新

　■徳島

当 130,993 後藤田正純 53 〈元〉衆院議員　　　 無所属 新①

100,309 三木　　亨 55 〈元〉参院議員　　　 無所属 新

85,956 飯泉　嘉門 62 〈元〉総務省企画官　 無所属 現⑤

10,546 古田　元則 75 党県書記長　　　　　 共産 新

　■大分

当 271,400 佐藤樹一郎 65 〈元〉大分市長　 無所属 新① 〈自〉

202,623 安達　　澄　　 53 〈元〉参院議員　 無所属 新

図表 1-3　９知事選の当選者
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自民分裂の傷は深く、今後の県政運営を見守
る必要がある。
④ 大阪知事・市長のダブル選挙で維新が圧勝
　前回の統一地方選挙では、大阪府知事だっ
た松井一郎氏と、大阪市長だった吉村洋文氏
が選挙直前に辞任し、吉村氏が知事選に、松
井氏が市長選に立候補するという異例のクロ
ス ･ ダブル選挙を仕掛けた大阪維新の会が、
思惑どおり勝利していた。その後、大阪都構
想を再び議論に乗せ、2020年 11月に住民投
票を行ったが、前回と同様に僅差で否決され
てしまい、維新の会代表だった松井市長は責
任をとって任期満了で政界を引退することを
宣言していた。
　今回の知事選では、現職の吉村洋文氏が 2
期目をめざし立候補するとともに、松井氏の
後継に元大阪府議の横山英行氏を市長候補に
擁立した。2011年の松井一郎知事・橋下徹大
阪市長、2015年の松井一郎知事・吉村洋文市
長、そして 2019年の吉村知事・松井市長のダ
ブル選挙を引き継いで 4度目のダブル選挙に
勝利することを目指した。これまで維新の行
ってきた「身を切る改革」の成果を強調する
とともに、大阪経済の再活性化を訴えた。
　維新のダブル選挙に対抗するため、大阪の
経済人や学者などが政治団体「アップデート
おおさか」を結成したのが 1月の末。メンバ
ーは「大阪都構想」に反対した人が多く参加
していた。2月に入って、府知事選には法学者
で大阪芸術大学客員准教授の谷口真由美氏、
大阪市長選には大阪市議（自民党）の北野妙子
氏の女性コンビが、「アップデートおおさか」
の候補として発表された。これで維新 VS非
維新の構図とはなった。
　共産が元参院議員の辰巳孝太郎氏を擁立し
IR反対を訴えた。このほかに、参政党の歯科
医と政治家女子 48党の薬剤師、諸派の執筆業
の 3人も立候補した。
　選挙結果は、知事選では吉村氏が、市長選

では横山氏がいずれも圧勝し、維新の府政と
市政が継続されることになった。
　新型コロナ対策で全国でも有名になった吉
村氏を中心に、党内以外では知名度の低い横
山氏を党員投票で候補者に擁立し、松井氏も
加わって徹底的なダブル選挙戦術を展開した。
出口調査では厚い維新支持層の全面支援のほ
か無党派層からの広く支持を受けており、こ
れまでの維新の政策が有権者に認知されたこ
とになる。
　一方、非維新の側は、出馬の遅れと足並み
の乱れが大きな敗因であった。維新の対抗馬
となった知事選の谷口氏はもともとマスコミ
に登場して自民政権批判をしており、自民支
持層からの支援は十分得ことができなかった。
また自民党市議で党を離れて市長選に臨んだ
北野氏は、「大阪都構想」反対の中心人物であ
ったが、維新側が都構想について言及せず、
非維新勢力を結集することができなかった。
その結果、大阪における維新の会による府政・
市政運営が引き続き継続されることになった。
⑤ 大分県知事選、新人同士の争いを自民推薦
　が制す
　大分知事選挙は、5期 20年務めた広瀬勝貞
氏の引退を受けて、自民、公明県本部の推薦
をうけた前大分市長の佐藤樹一郎氏と、前参
院議員の安達澄氏との新顔対決となった。
　佐藤氏は、政党の枠組みを超えた「県民党」
を掲げていたが、2019年の大分市長選挙のと
きは自民だけでなく連合大分の推薦も受けて
いた。経済産業省出身とあって大分商工連盟
を中心として後援会組織を全県に作って組織
選挙を展開した。
　安達氏は、2019年の参院選で野党各党から
の推薦を得て当選していたが、今回は政党の
支援を受けない「完全な県民党」を掲げ、幅
広い無党派層への浸透を目指した。しかし、
参院選で支援を受けた立憲民主や国民民主が
「自主投票」となったため、支援の幅は広がら
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なかった。
　選挙結果は、自民 ･公明の支持層を固めた
佐藤氏の圧勝となった。出口調査によると、
広瀬前知事の県政について「評価する」と答
えた人が 8割近くを占めており、佐藤氏が広
瀬県政を「継承し発展させる」と訴えたこと
が功を奏したものといえよう。
⑥ 現職が圧勝した福井、鳥取、島根の知事選
　現職の知事を国政の与野党が支持し、共産
系の候補者と対立した福井、鳥取、島根の 3
知事選は、いずれも現職知事の勝利となった。
　福井知事選は、現職で元総務官僚の杉本達
治氏を自民、立憲、公明が推薦し、共産党の
新顔で党県書記長の金元幸枝氏が対立する構
図となった。前回の選挙では保守分裂となり
元副知事同士の争いとなったが、これに勝利
した杉本氏が一転して与野党相乗りで支援を
受けることにになった。杉本氏は、4年間の実
績をふまえ 2期目を目指し、新幹線の敦賀乗
り入れに伴うまちづくりの推進を訴えて金元
氏に大勝した。
　鳥取知事選は、現
職の平井伸治氏を立
憲、自民県連、公明
県本部が推薦し連合
鳥取も支援するのに
対して、共産の新顔
の福住英行氏が挑む
形となった。選挙結
果は、全国知事会長
として新型コロナ禍
への対応策を政府に
積極的に提言するな
ど、圧倒的なリーダ
ーシップを発揮した
平井氏が大勝し、県
政史上最長となる 5
選をはたした。
　島根知事選は、4

年前に自民系が分裂して 2分された戦いを制
した丸山達也氏が、保守系を一本にまとめ上
げ、連合島根の推薦もうけて万全の体制で 2
期目の選挙戦に臨んだ。対抗馬の共産党新顔
の向瀬慎一氏は、島根原発 2号機（松江市）の
再稼働反対を掲げ、再生可能エネルギー政策
の推進を主張していた。選挙戦には諸派の税
理士も立候補していた。選挙結果は、厚い支
持層に支えられた丸山氏が圧勝し再選された。

（ 2 ） 6 政令市長選
　政令指定都市の市長選は 6市で行われたが、
大阪を除く 5つの選挙では、現職に共産党系
が対立した札幌、相模原、広島と、保守系の
新人に与野党が相乗りした静岡、浜松でいず
れも現職と相乗り候補が圧勝した。相模原は
第 2部で詳述する。（図表 1-4）
① 現職が圧勝した札幌、広島
　札幌市長選挙は、2030年冬季五輪・パラリ
ンピック招致の是非が最大の争点となった。

当落 得　票 候補者氏名 年齢 経歴 党派 期数 推薦状況

　■札幌

当 458,221 秋元　克広 67 〈元〉副市長　　　　 無所属 現③ 〈立〉〈大〉

234,834 高野　　馨 64 〈元〉市民文化局長　 無所属 新

124,692 木幡　秀男 62 ＮＰＯ事務局長　　　 無所属 新 〈共〉

　■相模原

当 196,213 本村賢太郎 52 〈元〉衆院議員　 無所属 現②

18,731 建部由美子 75 市平和委役員　　 無所属 新 〈共〉

17,844 沼倉　孝太 75 〈元〉市議長　　 無所属 新

17,557 野元　弘幸 61 東京都立大教授　 無所属 新

13,505 武嶋　俊子　　 50 看護師　　　　　 諸派 新

　■静岡

当 149,117 難波　喬司 66 〈元〉副知事　 無所属 新① 〈自〉〈立〉〈公〉〈国民〉

80,829 山田　　誠 61 〈元〉県議長　 無所属 新

27,197 鈴木　千佳 52 党県常任委員　 共産 新

　■浜松

当 246,745 中野　祐介 53 〈元〉総務省課長　 無所属 新① 〈自〉〈公〉

60,530 嶋田　　博 74 市民団体代表　　　 無所属 新 〈共〉

　■大阪

当 655,802 横山　英幸 41 党幹事長　 大阪維新 新①

268,227 北野　妙子　 63 〈元〉市議　 無所属 新

45,369 山崎　敏彦 44 理学療法士　 無所属 新

30,960 荒巻　靖彦 58 飲食店経営　 無所属 新

15,408 ネペンサ　　　　　　 48 作家　　　　 無所属 新

　■広島

当 258,336 松井　一実 70 〈元〉中労委事務長　 無所属 現④

36,595 高見　篤己 70 党県書記長　　　　　 共産 新

28,186 大山　　宏 74 〈元〉車部品会社員　 無所属 新

図表 1-4　６指定市長選の候補者
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招致をめざす現職の秋元克広氏に対して、元
札幌市市民文化局長の高野馨氏は「住民投票
の実施」を主張、共産が推薦した NPO法人事
務局長の木幡秀男氏は「五輪招致の即時中止」
を訴えた。五輪誘致反対派が割れて三つ巴の
形になった。
　秋元氏は、前回と同様に選挙態勢として与
野党相乗りで臨み、2期 8年の実績を強調して、
五輪誘致反対の候補を大差で破って 3選を果
たした。
　広島市長選挙は、主要 7カ国首脳会議（G7
サミット）が 5月に迫る中の選挙となった。現
職の松井一実氏に対して、共産党公認で党県
委員会書記長の高見篤己氏と、無所属新人の
大山宏氏の争いとなった。松井氏は、自民・
公明のほか連合広島の推薦も受け盤石の態勢
で臨み、都心再開発など 3期 12年の実績を訴
えて大差で勝利し、4選を果たした。
② 保守系無所属の新人が圧勝した静岡、浜松
　静岡市長選は、自民、立憲、公明、国民か
ら推薦をうけた前副知事の難波喬司氏に対し
て、前県議の山田誠氏と共産党の鈴木千佳氏
との 3者の争いとなった。難波氏は、与野党
各党の支持のほか、経済界からの支援と、連
合の支持を得て、3期務めた田辺信宏市長の市
政を継承することを明言し、副知事として熱
海市で起きた土石流災害で陣頭指揮にあたっ
た実績などを強調し、圧勝した。
　浜松市長選は、鈴木康友現市長の引退に伴
い、自民、公明から推薦を受けた元総務省課
長中野祐介氏に対して、市民団体代表で共産
が推薦する嶋田
博氏が対立する
一騎打ちとなっ
た。 中 野 氏 は、
現職の鈴木市長
や連合静岡から
の支援も受け、
「オール浜松」を

標榜しながら、総務官僚としての経験から「浜
松からの地方創生」 を訴えた。選挙結果は、中
野氏が災害対策のためのインフラ整備なども
掲げて幅広い支持を得て大勝した。

（ 3 ） 41 道府議会議員選挙
　道府県議会議員選挙は、議会解散のあった
東京・茨城、本土復帰で時期のずれた沖縄の 3
都県と、東日本大震災による特例で任期が延
長となった岩手・宮城・福島の 3県を除いた
41道府県で行われた。
　41道府県の定数は、大阪など 7府県で合わ
せて 17 人定数が減り合計 2,260 となり、
3,139名が立候補した。前回の立候補者より
77名増加した。
  「はじめに」ですでに述べているが、立候補
の受付を締め切り定員と同数の届け出しかな
かった選挙区での無投票当選者は、前回と同
様に 41道府県のすべてで見られ、348選挙区
565人、総定員の 25.0％が無投票当選となっ
た。無投票者の割合は、前回まで毎回増加傾
向を続けていたが、今回は前回の 612人（26.9
％）を下回ったものの、4分の 1が無投票であ
り、有権者から選択権を奪うことにもなって
いる。（図表 1-5）
　選挙結果を党派別に見ると、自民党が前回
並みの 1,306人を立て、前回より 5議席減ら
したものの 1,153人を当選させて、定数の半
数（51.0％）を前回同様に獲得した。道府県別
に見ると、定数の半数以上を獲得したのは青
森 ･秋田をはじめとして 24県に及んでおり、

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

改選道府県数 44 44 41 41 41 41

総定数（当選者） 2,634 2,544 2,328 2,284 2,277 2,260

立候補者 3,854 3,773 3,457 3,272 3,062 3,139

無投票選挙区 364 365 263 321 371 348

無投票当選者 513 416 410 501 612 565
無投票当選者の割合 19.5% 16.4% 17.6% 21.9% 26.9% 25.0%

図表 1-5　道府県会議員の無投票当選者
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最も議席占有率の高いのは富山で実に約 8割
（77.5％）に達しており、6割を超える議席を
占めたのは福井、石川など 11県にのぼってい
た。（図表 1-6、巻末資料 1）
　立憲民主党は、246人が立候補し、改選前
の 200議席から 15議席減らし 185議席とな
った。2020年に国民民主党などと合流してい
たので、前回の立憲民主の当選者 118人と国
民民主の当選者 83人を加える 201人であった
ので、これと比較しても減少傾向が見られた。
しかし、道府県別に見ると、前回は議席ゼロ
の空白県が 8県であったが、今回は山口県の
みとなり、千葉 ･ 神奈川 ･ 福岡では大きく議
席を増やしていた。
　日本維新の会は、昨年の参院選での躍進を
受けこの地方選でも大きく前進した。38道府
県に 211人を立候補させ、改選前より 67人多
い 124議席を獲得、前回の当選者より 57人も
増加した。大阪での増加に加え、近畿圏を中
心に兵庫 12、奈良 10，京都 7や神奈川 6な
ど大きく増加した。しかし、まだ半数の県で
は議席を持てておらず、全国展開とまではい
えない状況にある。
　公明党は、前回より 4人多い 170人を立候
補させたが、大阪で 1人落とし全員当選はな
らず、169議席にとどまった。しかし、長野、
岡山、宮崎では議席を増やしている。

　共産党は、候補者を前回の 243人から 188
人に大きく絞って立候補させたが、前回の 99
人から 24人減らして 75人の当選にとどまっ
た。埼玉、神奈川、京都、奈良、和歌山など
で 3人減らすなど、全国的な退潮傾向が見ら
れた。
　国民民主党は、候補者擁立が難航し 46人の
立候補にとどまり、31人が当選したが、改選
前の 34人から 3人減少させてしまった。かつ
て拠点としていた愛知県で 4議席減らしたの
が象徴的であった。
　社民党は、改選前の 15議席から 3議席に大
きく議席を減らした。参政党は、2022年の参
院選で初めて議席を獲得して政党要件を獲得
していた保守色の強い政党であるが、26県で
県議選に候補者を立て、青森、石川、福井、
熊本で各 1人計 4人が当選した。
　諸派では、三重県で地域政党の「新政みえ」
が 8人当選し、滋賀県では「地域政党チーム
しが」（代表 ･ 嘉田由紀子参院議員）が 6人当
選しており、この 2県では自民の単独過半数
を阻止する勢力となっている。
　無所属は、立候補者が前回より 17人少ない
885人で、このうち 493人が当選した。前回
より 43人少なくなっており、政党化が少し進
んだものと思われる。

図表 1-6　政党別 41 道府県議選の当選者数　定数：2,260

女性 女性比率 現 元 新

自　民 1,306 1,153 397 68 5.9% 1,013 11 129 1,251 1,158 △ 5

立　憲 246 185 24 50 27.0% 135 4 46 200 118 67

維　新 211 124 13 18 14.5% 57 6 61 57 67 57
うち大阪維新 56 55 11 7 12.7% 44 0 11 50 51 4

公　明 170 169 14 28 16.6% 117 0 52 161 166 3

共　産 188 75 6 43 57.3% 49 7 19 99 99 △ 24

国　民 46 31 5 6 19.4% 23 1 7 34 83 △ 52

れいわ 2 0 0 0 0.0% 0 0 0 0 -

社　民 6 3 0 1 33.3% 3 0 0 15 22 △ 19

政　女 0 - - - - 0 -

参　政 26 4 0 2 50.0% 1 0 3 2 - 4

諸　派 53 23 2 5 21.7% 14 2 7 25 28 △ 5

無所属 885 493 104 95 19.3% 262 16 215 315 536 △ 43

合　計 3,139 2,260 565 316 14.0% 1,674 47 539 2,159 2,277 △ 17

欠員118

立候補者 当選者計
うち無投票

当選者

当選者の内訳
改選前 前回当選 前回比
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（ 4 ） 17 政令指定市議選
　政令指定都市の市議選は、合併により選挙
期日が変わった北九州市と静岡市、東日本大
震災で選挙期日が延びた仙台市を除く 17市で
行われた。
　17市の議員定数合計は前回より 7減って
1,005名であり、前回より 71人多い 1,467人
が立候補した。
　党派別の動きを見ると、自民党は前回より
も 16人少ない 335人を立候補させ議席維持を
目指した。その結果、前回よりも 35人少ない
292人にとどまり、改選前と比べると 52議席
を失ったことになる。前回は政令 17市となっ
て以来最大の議席数を獲得し全体の 32.3％の
議席を確保していたが、今回は 29.1％となり
3割を切ることになってしまった。特に大阪で
6、広島で 9、埼玉・千葉で 4議席減らしたの
が響いている。（図表 1-7、巻末資料 2）
　立憲民主党は、前回より 17人多い 146人を
立候補させ、前回の議席を 13人上回る 112人
が当選したが、改選前と比べると 1人減らし、
ほぼ現状維持となった。大阪と広島では当選
者ゼロの空白区となっているのが目につく。
　日本維新の会は、前回よりも 81人多い 183
人を擁立して積極的に議席拡大を狙った。そ
の結果、前回よりも 62議席多い 136人が当選
し、改選前と比べても 58人の増となり躍進し

た。政令市では立憲民主を抜いて公明党につ
いで第 3党の位置を占めることになった。特
に大阪市で大阪維新の会が過半数の議席を得
るのに成功し、近畿圏の神戸で 15，京都で 10
議席になるなど議席を伸ばした。また横浜で8，
川崎で 7など大きく初議席を得るなど急進が
目についた。
　公明党は、前回よりも 1人少ない 172人を立
候補させたが、横浜で 1人が当選できず 171
人にとどまり、全勝の神話が崩れた形となった。
　共産党は前回より 19人少ない 166人を立候
補させたが、前回の当選者を 22人下回る 93
人の当選にとどまった。2015年に議席を 37
人増加させたが、前回の 21人減少に続いて今
回も 22人を失うことになり、2011年の議席
をも下まわることになった。
　国民民主党は、26人を立候補させ、14人が
当選したが、横浜で 1人増加したほか、各市
で議席を失っている。社民党は、広島市で 1
人増加したが相模原で議席を失い 4人にとど
まっている。
　諸派では、名古屋市で河村たかし市長の率
いる地域政党「減税日本」が改選前の 9人か
ら 14人に大きく議席を伸ばした。また、減税
日本から維新に移った現職 4人全員が落選し
ており、維新との共闘のあり方が注目された。
なお、減税日本は県議選でも 2人増の 3議席

図表 1-7　政党別 17 政令指定市議選の当選者数　定数：1,005

女性 女性比率 現 元 新

自　民 335 292 2 27 9.2% 268 3 21 344 327 △ 35

立　憲 146 112 0 44 39.3% 83 4 25 113 99 13

維　新 183 136 1 32 23.5% 68 6 62 78 74 62
うち大阪維新 71 64 1 28 43.8% 49 0 15 57 58 6

公　明 172 171 0 35 20.5% 134 1 36 170 171 0

共　産 166 93 1 47 50.5% 68 4 21 110 115 △ 22

国　民 26 14 0 3 21.4% 11 1 2 13 33 △ 19

れいわ 7 0 0 0 0.0% 0 0 0 0 -

社　民 6 4 0 1 25.0% 2 0 2 7 4 0

政　女 2 0 0 0 0.0% 0 0 0 0 0

参　政 22 3 0 2 66.7% 0 0 3 0 - 4

諸　派 69 28 0 12 42.9% 17 1 10 29 33 △ 5

無所属 333 152 1 34 22.4% 105 5 42 108 156 △ 4

合　計 1,467 1,005 5 237 23.6% 756 25 224 972 1,012 △ 7

欠員40

立候補者 当選者計
うち無投票

当選者

当選者の内訳
改選前 前回当選 前回比
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を得ており注目された。
　無所属が前回より 4人減少して 152人とな
っている。遅れて指定都市となった新潟、浜松、
広島などでは多党化が進まず無所属が特に多
くなっているのが目についた。

2. 市長 ･ 市議選、区長 ･ 区議選、町村長・
 町村議選の結果

　統一地方選の後半戦のうち、政令指定市を
除く 88市長選と 294市議選、東京の特別区の
11区長選と 21区議選が 4月 16日、125町村
長選と 373町村議選が 18日に告示され、23
日に投開票された（東京の一部の区長・区議選
の開票は 24日）。

（ 1 ） 88 市長選・294 市議選
① 88 市長選、3 割近くが無投票
　政令指定都市を除いた市長選挙は、34都道
府県の 88市で市長選挙が行われた。告示の日
に、1人しか立候補者のいなかった 25市（28.4
％）が無投票当選となった。前回の 27市より

わずかに減ったものの約 3割が無投票という
実態に変わりはなかった。（図表 1-8）
　なかでも、県庁所在地の大分市で 72年ぶり
に無投票となり、北海道千歳市と砂川市では 5
回連続で無投票となって、1999年を最後に市
長選挙が行なわれていない。北海道滝川市、
岩手県北上市、石川県野々市市、長野県諏訪市、
岐阜県山県市、奈良県大和高田市の 6市は連
続で 3回目の無投票であった。
　市長選の当選者のうち 168名（95％）が無
所属となっているが、政党の推薦状況からみ
て与党系が 63人（37.5％）、野党系が 21人（12.5
％）、相乗りが 19人（11.3％）などとなってい
た。（図表 1-9、読売新聞調べ）
　また、日本維新の会（大阪府内は大阪維新の
会）は近畿の 9市で候補者を擁立した。大阪
府の八尾市、大阪狭山市では現職が、高石市
と守口市（無投票）では新人が当選したが、大
阪府の吹田市・高槻市・寝屋川市、京都府木
津川市、奈良県生駒市など 5市では新人を擁
立したが、いずれも現職に破れていた。
　当選回数で見ると、福岡県春日市長が 7期

目と最も長く、千
葉県流山市長の 6
期がこれに続き、
東京都東村山市、
山梨県富士吉田市、
広島県尾道市、香
川県高松市の 4市
で 5期となってい
る。また新人の当
選は 27人（30.6％）
にとどまり、現職
の強さが目につく
結果であった。
② 294 市議選、維 
新の躍進が目立つ
　政令指定都市を
除く一般市の議会

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

市総数 663 765 767 772 792 792

改選市長数 118 95 88 89 86 88

立候補者 290 222 203 179 161 168

無投票当選者 12 21 15 27 27 25
無投票当選者の割合 10.2% 22.1% 17.0% 30.3% 31.4% 28.4%

うち

　無投票 現 元 新

無所属 168 84 24 59 0 25

　与党系 63 43 15 35 8

　野党系 21 7 3 1 6

　相乗り 19 18 2 14 0 4

　その他 65 16 5 9 0 7

維新 9 4 1 2 2

　うち大維 7 2 1 2 2

　合計 177 88 25 61 0 27

立候補者 当選者計
当選者の内訳

図表 1-8　市長選の無投票当選者

図表 1-9　88 市長選 当選者数

無所属の内訳は、国政与野党の推薦を基本に、読売新聞の分類による
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選挙は、294市で総定数 6,636議席を巡って
争われた。立候補者は、前回よりも 199人多
い 8,262人で、告示日に定数の候補者だけが
届け出たのは前回より 3市 55人増え、北海道
夕張市など 14市、237人が無投票当選となっ
た（総議席の 3.6％）。なお長野県岡谷市で定数
18に対して立候補者が 17人にとどまり定員
割れとなったため、当選者は6,635人となった。
また、2期連続の無投票の市はなかった。（図

表 1-10）
　党派別に見てみると、毎回政党が公認する
候補者が増えてきてはいるものの、立候補者
は無所属が 6割近くを占めて 4,854人となっ
ており、無所属の当選者 3,679人で 55.4％を
占めている。（図表 1-11）
　自民党が前回より立候補者を 36人増やして
787人とこれまでになく候補者を増加させた
結果、前回より 12人多い 710人を当選させた。
自民党籍を持ちながら保守系無所属として当

選してきた議員
を党公認とした
ケースが多かっ
たが、2011 年に
は 514 人だった
ことを考えると
大きく増加する

こととなった。
　立憲民主党は、前回より 91人多い 302人を
立候補させ、前回よりも 72人多い 269人の当
選となった。
　維新の会は、前半戦の躍進を受け前回より
も 3倍の 292人を立候補させ勢力拡大を図っ
た結果、前回の 5倍となる 256人を当選させ、
立憲民主に迫る勢いを見せた。
　公明党は前回よりも 8人少ない 893人に絞
って立候補させ全員の当選をめざしたが、4人
が落選となり前回より 10人少ない 891人にと
どまった。減少したものの党派別当選者では
第 1党に変わりはなかった。
　共産党は、立候補者を前回より 67人少ない
646人としたが、前回よりも 55人少ない 560
人の当選とどまり大きな減少となった。道府
県議、政令市議の減少と合わせて退潮傾向が
見られた。
　その他の党派では、国民民主党 65人、れい

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

改選市議会数 386 309 293 295 293 294

総定数（当選者） 10,218 7,998 7,104 6,865 6,726 6,636

立候補者 12,027 9,929 8,625 8,383 8,063 8,262

無投票市議会数 12 5 7 14 11 14

無投票当選者 277 155 116 246 182 237
無投票当選者の割合 2.7% 1.9% 1.6% 3.6% 2.7% 3.6%

女性 女性比率 現 元 新

自　民 787 710 0 18 2.5% 650 7 53 698 12

立　憲 302 269 8 23 8.6% 202 3 64 197 72

維　新 292 256 0 9 3.5% 86 13 157 46 210

公　明 893 891 20 116 13.0% 695 196 901 △ 10

共　産 646 560 19 81 14.5% 420 22 118 615 △ 55

国　民 84 65 1 4 6.2% 40 2 23 95 △ 30

れいわ 41 25 0 1 4.0% 2 2 21 25

社　民 38 30 1 5 16.7% 25 0 5 53 △ 23

政　女 12 1 11%0.000

参　政 141 67 2 9 13.4% 2 1 64 67

諸　派 172 82 1 15 18.3% 56 3 23 159 △ 77

無所属 4,854 3,679 185 216 5.9% 2626 130 923 3960 △ 281

合　計 8,262 6,635 237 497 7.5% 4,804 183 1,648 6,724 △ 89

前回当選 前回比立候補者 当選者計
うち無投票

当選者
当選者の内訳

図表 1-10　市議選の無投票当選者

図表 1-11　29 市議選　当選者数　定数：6,636

大阪維新は「維新」に含まれている。長野県岡谷市で定数 18 に対して立候補 17 にとどまり、定員割れになった
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わ新選組 25人、社民党
30人、政治家女子 48党
1人、参政党 67人、諸派
82人の当選者だった。

（ 2 ） 12 区長、21 区議選
① 区長選、中央区で初の
無投票
　東京 12の特別区長選
は、33人が立候補したが、中央区では再選を
目指した山本泰人氏しか届け出がなく、同氏
の初の無投票当選が決まった。（図表 1-12）
　現職が引退し、新人同士の対決となったの
は江東・大田・豊島の 3区だった。江東区で
は自民が推薦する山崎一輝氏を女性の新人・
木村弥生氏が破り、大田区では鈴木晶雅氏、
豊島区では高際みゆき氏が、いずれも与党の
推薦する候補者が勝利した。
　北区では、6期目を目指した現職の花川与惣
太氏に対して与党の推薦する女性候補ら 3名
が挑戦し、与党の推薦した山田加奈子氏が初
当選を果たした。
　文京・台東・墨田・世田谷・渋谷・板橋・
江戸川の 7区長は、いずれも現職が勝利した。
　任期の長いのが、文京区の成沢広修氏と板
橋区の坂本健氏の 5期となっていた。また、

江東・豊島・北の 3区ではいずれも初めての
女性区長の誕生となり、すでに 23区のうち足
立・杉並・品川区では女性区長になっている
ので、今回の選挙で 6人の女性区長が誕生し
たことになり、過去最多となった。
② 21 区議選で、自民退潮、維新躍進
　21区議選は、総定数 817に対して 1,214人
が立候補する激戦となった。前回の立候補者
より 136人多かった。
　選挙の結果を党派別に見ると、自民党は前
回より 10人少ない 297人を立候補させたが、
前回より 23人少ない 224人の当選者にとどま
った。（図表 1-13）
　立憲民主党は前回より 19人多い 97人を立
候補させ、前回より 10議席多い 82人が当選
した。維新の会は、前回より 33人多い 49人
を立候補させ、前回の 4倍以上となる 47人が

女性 女性比率 現 元 新

自　民 297 224 42 18.8% 178 4 42 247 △ 23

立　憲 97 82 43 52.4% 52 3 27 72 10

維　新 49 47 21 44.7% 10 4 33 11 36

公　明 152 144 44 30.6% 124 20 150 △ 6

共　産 120 94 47 50.0% 74 7 13 103 △ 9

国　民 23 22 8 36.4% 8 1 13 12 10

れいわ 15 14 7 50.0% 1 13 14

社　民 2 1 1 100.0% 1 0 7 △ 6

政　女 13 0 0 0

参　政 22 13 4 30.8% 1 12 13

諸　派 144 58 32 55.2% 31 3 24 70 △ 12

無所属 280 118 52 44.1% 92 8 18 113 5

合　計 1,214 817 301 36.8% 571 31 215 785 32

前回比立候補者 当選者計
当選者の内訳 前回

当選

図表 1-13　21 東京区議選　当選者数　定数：817

うち

無投票 現 元 新

無所属 32 12 1 8 4

　与党系 12 9 1 5 4

　野党系 10 1 1 0

　相乗り 0

　その他 10 2 2 0

諸派 1 0 0

　合計 33 12 1 8 0 4

立候補者 当選者計
当選者の内訳

図表 1-12　東京 12 区長選 当選者数

無所属の内訳は、国政与野党の推薦を基本に、読売新聞の分類による
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当選するなど躍進をとげた。
　公明党は前回より 2人多い 152人を立候補
させたが、全員当選の実績が崩れ、144人の
当選にとどまり、前回より 6議席を減らした。
特に練馬区で現職 4人が次点とそれ以下に並
んで落選するなど異例の事態となった。練馬
区では維新の新人が上位で当選しており、得
票の読み違いがあったものとされている。
　共産党は、前回より 11人候補者を絞って
120人が立候補したが、前回の議席を 6人減
らす 94人の当選にとどまった。大田区で現職
2人と新人 1人の 3名が、墨田、板橋、中野区
で現職が 2人、港で新人が 2人落選するなど、
複数の落選者を出していた。
　れいわ新選組と参政党は区議選に初挑戦と
なったが、れいわ 14人、参政 13人が当選した。
　諸派では、都民ファーストの会が 29人、東
京ネットワーク運動が 11人など 58人が当選
している。無所属は前回より 5人増えて 118
人となった。総体的に見て多党化の傾向が強
まったと言えよう。

（ 3 ） 125 町村長選、323 町村議選
　町村長選は 125町村で行われたが、そのう
ち 70町村（56％）で候補者が一人だけで、無
投票当選が決まった。前回は 121町村のうち
55町村（45.5％）が無投票であったが、それ
よりさらに無投票の割合が増加したことにな
る。今回の無投票の割合は過去最大のものと
なった。（図表 1-14）
　今回の選挙で、奈良県河合町で初めて維新
の会公認の町長が誕生した。また、群馬県榛
東村で県内初の女性村長が誕生し、宮城県大
衡村でも県内初の女性村長の誕生となったの
が注目された。
　町村議会選挙は 373町村で定数 4,126人が
争われ 4,563人が立候補した。しかし、20町
村で立候補者が定員に満たず、25人の定員割
れが生じてしまった。候補者のなり手が不足
していることが様々言われているが、平成の
大合併により町村の規模が拡大したが、それ
により自治体が身近な存在でなくなり関心が
薄くなっていったことを示しているのではな
かろうか。（図表 1-15）

　町村議の党
派別の当選者
は、無所属が
圧倒的多数で
前回より 125
人減ったもの
の 3 ,554 人
（86.7％）を占
めており、共
産党が前回よ
り 25 人減ら
しているもの
の 255人を当
選 さ せ て い
る。維新の会
が前回より 15
人多い 17 人

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

町村総数 2,511 1,022 938 929 926 926

改選市長数 541 156 118 122 121 125

立候補者 878 270 201 199 208 195

無投票当選者 276 65 58 53 55 70
無投票当選者の割合 51.0% 41.7% 49.2% 43.4% 45.5% 56.0%

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

改選町村議会数 1,214 448 347 373 375 373

総定数 17,544 5,625 5,025 4,832 4,775 4,126

立候補者 19,297 6,544 5,025 4,832 4,775 4,563

無投票町村議会数 304 79 82 89 93 93

無投票当選者 4,099 743 893 930 988 1,250
無投票当選者の割合 23.4% 13.2% 17.8% 19.2% 20.7% 30.3%

定数割れ自治体数 2 8 20

定数不足数 2 9 25

図表 1-14　町村長選の無投票当選者

図表 1-15　町村議選の無投票当選者
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となり、参政党が 13人新たに当選させている。
（図表 1-16）

3. 2023 統一地方選挙の特徴的な結果

　今回の統一地方選の結果について、投票率
の低下、無投票当選者の増加、女性の進出な
どの特徴的な結果についてみることにする。

（ 1 ） 投票率の低下が続く
　今回の統一地方選における有権者の関心が
極めて低かったことは、町村長 ･ 町村議
選を除いて 4割台にとどまり、過去最低
の投票率となったことに現れている。（図

表 1-17）
　統一選前半の知事・道府県議選、政令
市長・政令市議選の投票率は、図表 1-18

のようになっており、1990年代以降の投
票率を見たものである。全体的には、
2007年にいったん上昇を見せたものの、
その後大きく低下傾向が続いている。特
に大きく低下したのが道府県議選で、60
％台から一気に落ちて今回は 41.85％まで
実に 18ポイントも下がっている。
　道府県別に見ると、知事選があり激戦

となった府県、大阪・
奈良・徳島・大分な
どでは議員選挙の投
票率も上がっている
が、その他の府県で
はほぼ過去最低の投
票率を記録している。
なかでも、神奈川を
除く関東 4県や愛知・
兵庫・広島・福岡な
ど大都市を抱える県
を合わせて 11の県で
3割台にまで落ち込
んでいる。それに加

えて、2003年までは投票率が 60％台と比較
的高かった九州や北陸などの各県では 40％台
までに下がってきており、50％を超えるのは
わずか 8県になってしまっている。
　政令市の市長選は、前回までは 50％台を維
持してきたが、今回は 46.61％と 5割を切って
しまったものの、第 1ラウンドの選挙では最
も高い投票率で推移している。一方、政令市
議選への関心は早くから低く、2011年から 40
％台で低迷しており、今回は最も低い 41.77％
となってしまった。市長選のあった札幌が前

＊印は、過去最低の投票率

減△増年3202年9102年5102

*49.0 △87.6427.7441.74選事知

道府議選 45.05 44.08 *32.2 △58.14

*52.4 △16.6468.0575.15選長市令政

*15.1 △77.1482.3482.44選議市令政

市長選 50.53 47.50 32.037.74

市議選 48.62 45.57 *13.1 △62.44

区長選 44.11 44.21 45.78 1.57

区議選 42.81 42.63 44.51 1.88

町村長選 69.07 65.23 60.80 △ 4.43 *

町村議選 64.34 59.70 55.49 △ 4.21 *

図表 1-17　統一地方選全体の投票率

うち

　無投票 当選者 女性比率

自　民 33 31 5 1 3.2% 33 △ 2

立　憲 28 23 7 6 26.1% 21 2

維　新 20 17 1 5.9% 2 15

公　明 168 168 30 99 58.9% 171 △ 3

共　産 276 255 76 92 36.1% 280 △ 25

国　民 7 6 1 2 33.3% 6 0

れいわ 1 0 0

社　民 4 4 0.0% 8 △ 4

政　女 1 0 0

参　政 19 13 4 3 23.1% 13

諸　派 36 30 6 7 23.3% 22 8

無所属 3,970 3,554 1121 421 11.8% 3,679 △ 125

合　計 4,563 4,101 1,250 632 15.4% 4,222 △ 121

前回当選 前回比
女性

立候補者 当選者計

図表 1-16　373 町村議選　当選者数　定数 4,126

20 町村で立候補者が定員に満たず、25 名の定員割れが生じている
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回より 5ポイント減らしたものの唯一 5割を
超え、同じく相模原、浜松、大阪も 4割台を
維持していたが、いずれも前回を大きく下回
っていた。統一選以外の選挙での議会選挙は
しばしば 3割台になることが多いが、府県議
選と同時に行われた政令市議選で、さいたま・
千葉など 8市で 3割台と低くなっているのが
目についた。
　後半戦の投票率で見ると、最も高いのが町
村長選で 60.8％、町村議選が 55.49％であった。
市長選が 47.47％で、市議選が 44.51％となった。
区長選の投票率が他の選挙より低くなってい

るのが従来どお
りであり、区長・
区議選でいずれ
もわずかに前回
を上回り 45.78
％と 44.51％で
あったが、区議
選の投票率がわ
ずかながら市議
選を上回る結果
となった。（図表

1-19）
　投票率の推移
を見ると、町村
長・町村議選が
1991年には 87
％であったもの
が、平成の大合
併を経て特に町
村数が減少する
とともに町村議
選の投票率が大
きく減ってきて
おり、実に 31
ポイントも減少
しているのが目
につく。それに

引き換え、区長・区議選はもともと 50％を割
ってスタートしており、そのまま低空飛行を
して横ばい状態になっている。

（ 2 ） 無投票当選者の増加
　すでに党派別当選者の動向の項でも見てき
たが、知事・政令市長選、区議選を除く各選
挙で、前回よりも多い無投票当選者が出てい
た。（図表 1-20、再掲あり）
　道県議選では、前回の 612人から 56人少な
い 565人、定数の 25％となったが、無投票と
なった選挙区は前回と同様に、41道府県すべ
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政令市長選 政令市議選
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57

53.5
52.97 50.53

47.5 47.73

65.39

60.25 61.1
56.74

57.44

50.82
48.62

45.5745.57 44.26

49.21

44.28
47.53

43.55 45.31 44.51 44.11 44.21 45.7848.97

43.69
47.36

43.23 44.51 43.23 42.81 42.63

44.51
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図表 1-18　統一地方選前半戦の投票率の推移

図表 1-19　統一地方選後半戦の投票率の推移
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てに及んでいた。無
投票当選の割合が最
も高かったのは山梨
県で定数 37に対し
て 23人（62.2％）が
無投票となり、県都
の甲府市で 9議席が
戦後初めて無投票と
なるなど、有権者の
投票の機会を失わせ
ることになった。こ
れに続いて和歌山県
が定数 42のうち 20
人（47.6％）が、徳
島県でも定数 32の
うち 18人（47.4％）
が、いずれも選挙区
の 6割以上が無投票
となっていた。（巻

末資料 1）
　また、大阪府は、
無投票当選が 1人区
7つを含む 11選挙区
に上り、全体の定数
が 9減って 79とな
った結果、1人区を
中心に大阪維新の会
の候補に対して他党
が候補者擁立を断念
したケースが目立っ
た。
　さらに、無投票の
1人区では、当選者
全体の 83％にあたる
158人を自民候補が
占め、そのうち 146
人が自民現職だっ
た。1人区では野党
による候補擁立が難

　道府県議選

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

改選道府県数 44 44 41 41 41 41

総定数（当選者） 2,634 2,544 2,328 2,284 2,277 2,260

立候補者 3,854 3,773 3,457 3,272 3,062 3,139

無投票選挙区 364 365 263 321 371 348

無投票当選者 513 416 410 501 612 565
無投票当選者の割合 19.5% 16.4% 17.6% 21.9% 26.9% 25.0%

　政令市議選

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

政令市総数 13 17 19 20 20 20

改選都市数 12 14 15 17 17 17

総定数（当選者） 831 928 924 1,022 1,012 1,005

立候補者 1,159 1,301 1,361 1,476 1,396 1,467

無投票選挙区 4 3 0 2 7 2

無投票当選者 31 13 0 17 34 5
無投票当選者の割合 3.7% 1.4% 0.0% 1.7% 3.4% 0.5%

　市長選

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

市総数 663 765 767 772 792 792

改選市長数 118 95 88 89 86 88

立候補者 290 222 203 179 161 168

無投票当選者 12 21 15 27 27 25
無投票当選者の割合 10.2% 22.1% 17.0% 30.3% 31.4% 28.4%

　市議選

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

改選市議会数 386 309 293 295 293 294

総定数（当選者） 10,218 7,998 7,104 6,865 6,726 6,636

立候補者 12,027 9,929 8,625 8,383 8,063 8,262

無投票市議会数 12 5 7 14 11 14

無投票当選者 277 155 116 246 182 237
無投票当選者の割合 2.7% 1.9% 1.6% 3.6% 2.7% 3.6%

　町村長選

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

町村総数 2,511 1,022 938 929 926 926

改選市長数 541 156 118 122 121 125

立候補者 878 270 201 199 208 195

無投票当選者 276 65 58 53 55 70
無投票当選者の割合 51.0% 41.7% 49.2% 43.4% 45.5% 56.0%

　町村議選

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

改選町村議会数 1,214 448 347 373 375 373

総定数 17,544 5,625 5,025 4,832 4,775 4,126

立候補者 19,297 6,544 5,025 4,832 4,775 4,563

無投票町村議会数 304 79 82 89 93 93

無投票当選者 4,099 743 893 930 988 1,250
無投票当選者の割合 23.4% 13.2% 17.8% 19.2% 20.7% 30.3%

定数割れ自治体数 2 8 20

定数不足数 2 9 25

図表 1-20　無投票当選者の推移
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しいことが多く、国政選で自民を支える基盤
になっている現状をうかがうことができた。
　政令市議では、前回 7選挙区 34人の無投票
当選者を出していたが、今回は浜松市と堺市
の 2選挙区 5人にとどまった。
　後半戦の市長選では、前回 86市のうち 27
市（31.4％）で無投票であったが、今回は 88
市のうち 25市（28.4％）とわずかながら少な
くなったが、約 3割が無投票という事実は変
わらなかった。県都の大分市では 72年ぶりに
無投票となり、与野党から推薦をうけた候補
者が当選した。
　北海道の千歳市と砂川市は 5回連続の無投
票となった。北海道滝川市、岩手県北上市、
石川県野々市市、長野県諏訪市、岐阜県山県
市、奈良県大和高田市の 6市は連続で 3回目
だった。
　市議選の無投票は、総定数 6,636のうち 14
市 237人、全体の 3.6％で、連続で無投票の市
はなかった。それでも無投票当選者は前回よ
り 3市 55人増えた。また、長野県岡谷市議選
では、定数 18に対して立候補者が 17人にと
どまり定数割れとなってしまった。
　東京の区長選では、中央区で現職が無投票
で再選し、23区の区長選としては 29年ぶりの
無投票となった。区議選の無投票はなかった。
　町村長選では、125町村のうち半数以上の
70町村（56％）で無投票となった。1955年以
降では 2番目に高い無投票当選率となり、北
海道の初山別村では 1975年以来 13回連続の
無投票となるなど極端な例が生まれている。
また北海道では 35町村長選挙のうち 7割を超
える 25町村が無投票だった。町村長のなり手
が極端に少なくなっていることが浮き彫りと
なった。
　町村議選でも無投票当選者は拡大している。
改選となる 373町村議会のうち 4分の 1に当
たる 93町村（24.9％）で、議員総定数 4,126
のうち 1,250人（30.3％）が無投票当選となっ

た。総務省に記録が残る昭和 26年以降で最も
高い割合になった。また、選挙の執行数が多
かった北海道では 100町村で選挙が行われた
が、48町村で無投票となっていた。
　さらに北海道の当別町など 11町村、栃木県
芳賀町、群馬県甘楽町、東京都御蔵島村、長
野県の南牧村など 4町村、奈良県下北山村、
高知県黒潮町など 20町村で立候補者が定数よ
り少なく、定員割れとなってしまった。
　また、町村長選・町村議選での無投票に加
えて、道県議選でも無投票になった「トリプ
ル無投票」が全国の 16町村で起きていた。北
海道では前述した乙部町など 7町、山形県大
蔵村、栃木県芳賀町、群馬県川場村、千葉県
鋸南町、山梨県鳴沢村、岐阜県坂祝町、静岡
県吉田町、福岡県吉富町、熊本県南小国町な
どであった。特に、北海道中頓別町と興部町
では 2回連続でトリプル無投票となっていた。
　統一選でのトリプル無投票は、2015年に北
海道の 5町村、2019年は北海道と岐阜県の 6
町村のみであったが、今回は２倍以上に増え
たことになる。さらに、町村長選と町村議選
が無投票の「ダブル無投票」も、北海道で赤井
川村など 9町村と新潟県加茂市など合わせて 16
市町村で起きていた。（以上 2023.6.5朝日新聞）
　議員の「なり手不足」は深刻で、議員報酬
の引き上げなどの対策を講じても人材を確保
できなかった町村もあるという。地域民主主
義を支えている地方議会が、日常の議会活動
は住民生活にとって有意義なものになってい
ることを積極的に情報提供し、自治体全体で
住民にＰＲできる活動が求められているので
はないか。

（ 3 ） 女性の進出が目立つ、議員でほぼ 2 割に
　前半戦の知事、政令市長選では女性首長の
誕生はなかった。
　後半戦の市長選では、埼玉県行田市、東京
都東大和市、兵庫県明石市で新たな女性市長
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が誕生し、新潟県加茂
市、長野県諏訪市、三
重県鈴鹿市、山口県周
南市では現職が再選を
果たし、女性市長は 7
人が当選した。また、
東京の特別区長選で
は、江東区、豊島区、
北区で新たに女性区長
が誕生しており、群馬
県榛東村、宮城県大衡
村でも新たに女性村長
が誕生したことはすで
に見たとおりである。
（図表 1-21）
　議会選挙では、特に
女性の立候補者の増加
が著しかった。これま
で女性の割合が少なか
った道県議選では、立
候補者が 100人増え当
選者も 79人増えて 316人になり、前回よりも
女性の割合が 6ポイント増加し 14％となった。
一般市議では女性の立候補者が 305人増えて
当選者も 218人増えて 1,457人、女性の割合
が 20.0％になったのと、いちばん女性が少な
い町村議選でも立候補者が 94人増え当選者も
111人増えて女性の割合が 3ポイント上がって
15.4％となったのが目についた。（図表 1-22）
　比較的女性の割合が高かった政令市議選で
も約 3ポイント上がって 23.6％になり、最も
女性の割合が高かった東京区議選でも約 6ポ
イント上がって 36.8％となった。
　この結果、今回の統一選では女性議員が合
計 492人増え 2,943人となり、女性議員の割
合が前回の 16.3％から 19.9％に増加してほぼ
2割となった。これまでの選挙で最も増加率が
多かった。
　また、女性比率が過半数を超える議会が複

数誕生することとなったのが、千葉県白井市
（10/18）、兵庫県宝塚市（14/24）､ 東京都杉並
区（25/48）、埼玉県三芳町（8/15）の 4市区町
だった。さらに、愛知県日進市（10/20）、東
京都武蔵野市（13/26）、大阪府忠岡町（6/12）、
長野県朝日村（5/10）、奈良県三郷町（6/12）
の 5市町村では、女性の当選者が半数となっ
た。朝日新聞の今年 1月の調査では半数まで
の議会はあったが、半数を超える議会はなか
ったという。
　女性の躍進があり、議員の 2割がやっと女
性になったとは言うものの、最多の東京区議
会で 36.8％であり、道府県議では増えたとは
いえ 14％にとどまり、まだ道半ばと言えよう。

（ 4 ） 地方議会への多様な人材の参画を目指して
　今回の統一地方選挙結果の特徴についてみ
てきたが、地域政治について住民の関心の薄

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

立候補総数 290 222 203 179 161 177

　　うち女性 16 16 15 12 24 28

女性の割合 5.5% 7.2% 7.4% 6.7% 14.9% 15.8%

総定数(当選者) 118 95 88 89 86 88

　　うち女性 3 2 3 4 6 7

女性の割合 2.5% 2.1% 3.4% 4.5% 7.0% 8.0%

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

立候補総数 45 38 46 32 31 29

　　うち女性 11 6 4 2 3 12

女性の割合 24.4% 15.8% 8.7% 6.3% 9.7% 41.4%

総定数(当選者) 14 13 13 11 11 11

　　うち女性 0 0 0 0 0 3

女性の割合 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 27.3%

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

立候補総数 878 270 201 199 208 195

9081性女ちう　　

女性の割合 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.6%

総定数(当選者) 541 156 121 122 121 124

　　うち女性 2 0 0 0 0 2

女性の割合 0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.6%

一般市長

特別区長

町村長

図表 1-21　女性の首長候補者および当選者の推移
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さが浮き彫りになっ
た。住民の関心のバ
ロメーターとしての
投票率の低下、首長・
議員になり手の不足
からくる無投票当選
の増加、そして女性
の参加は増えたもの
のまだまだ 2割程度
であり、多様な人材
構成とは言いがたい
年齢構成や職業構成
など、課題が明らか
になってきた。
　第 33次の地方制度
調査会は、「多様な人
材が参画し住民に開
かれた地方議会の実
現に向けた対応方策
に関する答申」を昨
年 12月に提出してい
る。また、第 32次地
方制度調査会も 2020
年 6月に「2040年頃
から逆算し顕在化す
る諸課題に対応する
ために必要な地方行
政体制のあり方等に
関する答申」を出し、
その中で「第 5　地方
議会」について「議
員のなり手不足に対
する検討の方向性」
について述べている。
　これらの答申では、
地方議会の現状につ
いて「議会の議員の
構成は、住民の構成
と比較して女性や 60

道府県議

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

立候補総数 3,854 3,773 3,457 3,272 3,062 3,139

　　うち女性 383 367 347 379 389 489

 女性の割合 9.9% 9.7% 10.0% 11.6% 12.7% 15.6%

総定数(当選者) 2,634 2,544 2,328 2,284 2,277 2,260

　　うち女性 164 190 180 207 237 316

 女性の割合 6.2% 7.5% 7.7% 9.1% 10.4% 14.0%

政令市議

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

立候補総数 1,159 1,301 1,361 1,476 1,396 1,467

　　うち女性 212 241 239 263 296 339

 女性の割合 18.3% 18.5% 17.6% 17.8% 21.2% 23.1%

総定数(当選者) 831 928 924 1,022 1,012 1,005

　　うち女性 134 169 154 178 211 237

 女性の割合 16.1% 18.2% 16.7% 17.4% 20.8% 23.6%

一般市議

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

立候補総数 12,027 9,929 8,625 8,383 8,063 8,261

　　うち女性 1,489 1,318 1,266 1,258 1,394 1,699

 女性の割合 12.4% 13.3% 14.7% 15.0% 17.3% 20.6%

総定数(当選者) 10,218 7,998 7,104 6,865 6,726 6,635

　　うち女性 1,233 1,116 1,040 1,103 1,239 1,457

 女性の割合 12.1% 14.0% 14.6% 16.1% 18.4% 22.0%

特別区議

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

立候補総数 876 1,110 1,162 1,135 1,078 1,214

　　うち女性 226 255 281 273 286 388

 女性の割合 25.8% 23.0% 24.2% 24.1% 26.5% 32.0%

総定数(当選者) 837 841 821 817 785 817

　　うち女性 185 215 220 227 243 301

 女性の割合 22.1% 25.6% 26.8% 27.8% 31.0% 36.8%

町村議

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

立候補総数 19,297 6,544 5,025 4,832 4,775 4,563

　　うち女性 1,192 548 465 491 577 671

女性の割合 6.2% 8.4% 9.3% 10.2% 12.1% 14.7%

総定数(当選者) 17,544 5,625 4,418 4,265 4,233 4,101

　　うち女性 1,034 481 409 443 521 632

女性の割合 5.9% 8.6% 9.3% 10.4% 12.3% 15.4%

議員合計

2003年 2007年 2011年 2015年 2019年 2023年

立候補総数 37,213 22,657 19,630 19,098 18,374 18,644

　　うち女性 3,502 2,729 2,598 2,664 2,942 3,586

女性の割合 9.4% 12.0% 13.2% 13.9% 16.0% 19.2%

総定数(当選者) 32,064 17,936 15,595 15,253 15,033 14,818

　　うち女性 2,750 2,171 2,003 2,158 2,451 2,943

女性の割合 8.6% 12.1% 12.8% 14.1% 16.3% 19.9%

図表 1-22　女性議員の立候補者および当選者の推移
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歳未満の割合が極めて低いなど、多様性を欠
く状況が続いている。近年の地方議会議員選
挙においては、投票率の低下や無投票当選の
増加の傾向が強まっており、住民の議会に対
する関心の低下を指摘せざるを得ない。とり
わけ、女性議員が少ない議会や議員の平均年
齢が高い議会において無投票当選となる割合
が高い傾向にあり、議会が性別や年齢構成の
面で多様性を欠いている」（33次答申）と指摘
している。
　こうした現状を解決するためには様々な議
論と解決策の模索が必要となっている。まず、
議会に関する住民の理解を向上させ関心を高
めるための方策が検討されるべきである。例
えば、議会の情報発信の充実をはじめ、議会
と住民との意見交換の場づくりなど住民参加
の取り組み強化が求められる。さらに、教育
の場における主権者教育を充実させるなど長
期的視野も必要になる。
　女性や若者、勤労者など多様な層が参画で
きるような取り組みとしては、立候補環境の
整備が必要となる。議員活動を行う上でのハ
ラスメントを防止するための相談窓口の設置、

出産・育児・介護などの欠席事由の整備や、
勤労者の立候補に当たっての休暇の保障や不
利益を受けないための社会的理解の増進、公
務員の立候補制限の緩和、夜間・休日議会の
開催や通年会期の活用など、検討すべき課題
は多い。
　さらに、小規模自治体などでの低い議員報
酬の改善を住民の理解を得て行うことや、兼
業・請負の禁止の範囲の明確化や規制の緩和
などの検討事項もある。
　多様な人材が参画できるような選挙制度の
あり方についても議論が必要である。被選挙
権の年齢制限、選挙運動や選挙期間のあり方、
供託金のあり方などもについて早急な検討が
急がれる。将来的には、現在の小選挙区から中・
大選挙区まである多様な選挙区に分かれてい
る 1票投票制度のあり方や、比例代表の導入
などは再検討すべき課題でもある。
　自治体における議会は、住民が自ら代表を
選出し、自治体の意思決定を行う住民自治の
根幹をなす組織である。ここへ多様な人材が
参加し、住民に開かれた議会運営が行われる
ための制度改革が待たれている。
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　2023年 4月の神奈川県内におけ
る統一地方選挙は、9日の知事、県
議選、横浜市議、川崎市議、相模原
市長 ･同市議選と、23日の平塚、大
和、南足柄の 3市長選、横須賀・平塚・
藤沢・小田原・茅ヶ崎・三浦・大和・
伊勢原・南足柄・綾瀬の 10市議選、
開成・湯河原の 2町長選、葉山・中井・
山北・開成の 4町議選が行われた。
統一率は、36.8％で、全国の統一率
（27.6％）より約 9ポイント高くなっ
ていた。（図表 2-1）

1. 知事・県議選

（ 1 ） 知事選は黒岩現知事が圧勝、しかし ･･･
　神奈川知事選は、現職で 4期目を目指す黒
岩祐治氏に対して、前回と同じ共産党推薦で
市民団体代表の岸牧子氏が立候補し、このほ
かに政治家女子 48党（旧 NHK党）党首と、
無所属の新人が加わったが、事実上、与野党
相乗り対共産推薦候補の 2人で争う構図とな
った。（図表 2-2）
　黒岩氏は、元テレビキャスターで自民、公明、
国民民主の県連推薦を受け、3期 12年の評価
が問われる選挙であったが、後援会組織や推
薦を受けた政党、経済団体などに支えられ、
序盤から安定した戦いを展開した。
　市民団体共同代表の岸氏は、石炭火力や原
発からのエネルギー転換を主張するほか、ジ

ェンダー平等や最低賃金上昇など、社会保障
の拡充を訴え、黒岩県政を転換させることを
目指した。
　黒岩氏は与野党からの推薦を受け、3期 12
年の取り組みへの評価以外に目立った争点も
なく、選挙戦は盛り上がりに欠けた。陣営幹
部も「信任投票」と語るなど余裕ムードが漂
っていた。しかし、最終盤の 6日になって週
刊誌が過去キャスター時代に不倫関係にあっ
た女性について報じたことから、黒岩氏が記
者会見で事実関係を認めて謝罪するという異
例の展開となった。
　選挙戦はそのまま続行され、大きな混乱は
なく、黒岩氏の勝利が報道されることとなっ
た。当選確実の報をうけて黒岩氏は、「万歳と
言って喜ぶ状況ではない」と、神妙な面持ち
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図表 2-1　神奈川県内の統一選執行自治体数および統一率

知　事 1 100.0% 1

議　員 1 100.0% 1

長 1 33.3% 1

議　員 3 100.0% 3

長 3 18.8% 3

議　員 10 62.5% 10

長 2 14.3% 2

議　員 4 28.6% 4

長 7 20.6% 7

議　員 18 52.9% 18

34 25 36.8% 25

1,788 985 27.5% 982

※統一率は、下記の算式による

統一地方選挙執行予定団体数
＝100（％）

団体数×2

神奈川合計

全国合計

町村 14

小計 34

区分 自治体数
執行自治

体数
統一率

2019年執
行数

一般市 16

道府県 1

指定都市 3

当落 得　票 候補者氏名 年齢 経歴 党派 期数 推薦状況

当 1,933,753 黒岩　祐治 68    〈元〉キャスター　 無所属 現④

651,473 岸　　牧子 66    市民団体代表　　　 無所属 新　　　　　　〈共〉

151,361 大津　綾香 30    建築デザイナー　　 政女 新

123,922 加藤健一郎 73    医師　　　　　　　 無所属 新

図表 2-2　神奈川県知事選
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で何度も頭を下げ、「神奈川のプライドを傷つ
けた。心からおわび申し上げたい」と謝罪す
る言葉ではじまり、最後まで笑顔はなかった。
　選挙結果は 307万人の投票者のうち、黒岩
氏が 193万票（67.6％）を獲得して圧勝であ
ったが、白票などの無効票が 21万票（無効投
票率 6.9％）も出るという予想外の結果となっ
ていた。普通の選挙のおける無効票は 1～ 2
％程度であり、過去の不倫について報道され
たことにより黒岩氏への不信感が高まり、白
票になったものとみられる。
　このことが今後の県政運営に指導力を発揮
できるか、微妙な状況と言えよう。

（ 2 ） 県議選は維新の躍進が目につく
① 無投票当選者 12 選挙区 18 人
　神奈川県議選は、定数 105に対して 154人
が立候補したが、前回の 173人を大きく下回
っていた。そのこともあってか、47選挙区の
うち 12選挙区 18人が無投票当選となり、前
回の 13選挙区 20人の記録をわずかに下回る
結果となったものの、無投票の多さに変わり
はなかった。なかでも、横浜市西区（定数 1）、
三浦市（同 1）の 2選挙区では 3期連続、平塚
市（同 3）、逗子市・葉山町（同 1）、座間市（同
1）、綾瀬市（1）の 4選挙区では 2期連続して
無投票となっていた。（図表 2-3）この他の無
投票選挙区は次の通りである。
　横浜市南区（2）、緑区（2）、相模原市緑区（2）、

鎌倉市（2）、南足柄市 ･ 足柄下郡（1）､ 足柄
上郡（1）である。
② 党派別に見る選挙結果の特徴
　党派別に選挙結果を見ると、自民党は前回
と同じ 50人を立候補させたが、前回より 1人
（告示前より 2人）多い 48人を当選させた。現
職が 44人と着実に議席を確保したが、新人は
わずか 4人にとどまり、世代交代は進まなか
った。
　立憲民主党は、前回より 2人多い 31人を立
候補させたが、前回より 3人（告示前より 1人）
多い 26議席を得た。しかし、増加したのは
2020年に立憲 ･国民両党が合流新党をつくっ
たことによるもので、前回は立憲 23人、国民
5人の 28人であったことと比較すると、議席
を減らしたことになる。また、立憲民主に合
流しなかった国民民主党は、4人を立候補させ
たが議席を得ることはできなかった。
　日本維新の会は、昨年の参院選での躍進を
受け、横浜で 16人、川崎で 7人など積極的に
候補者を擁立、28人を立てたが、6人が初議
席を得て議会での交渉会派の資格を得た。当
選したのは、横浜 1人、川崎 3人、相模原 1人、
厚木 1人で、そのうち 5人は元県議・市議で
あり、政治経験を持たない新人の当選者は 1
人だった。
　公明党は、前回と同じ 8人を立候補させ、
全員当選となった。7人が現職で、新人は 1
人だった。

図表 2-3　神奈川県議選　定数：105
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　共産党は、前回より 3人少ない 13人を立候
補させたが、前回（告示前）よりも 3人減らし
て 2人の当選にとどまり大きく後退した。
　神奈川ネットワーク運動は、現職の引退に
伴い 2人の新人を立候補させたが、川崎市宮
前区では議席を守れず、横浜市青葉区で 1人
当選し、かろうじて 1議席を維持した。
　無所属は、前回の 33人から 7人減って 26
人が立候補した。自民・立憲・国民からの推
薦を受けた候補も含めて 14人が当選した。
　女性は、前回 33人であったが今回は 1人増
えて過去最大の 34人が立候補した。選挙結果
は前回と同じ 19人が当選となり、女性議員の
割合は 18.1％で 2割には届かなかった。当選
者のうち約半分の 9人が立憲民主であり、積
極的に女性を擁立したことがうかがえた。
③ 県会の新しい会派構成
　選挙後、5月になり県議会の新しい会派構成
が決まった。自民は公認で当選した 48人に、
推薦した横浜市瀬谷区・栄区の 2人が加わり
計 50人となり、引き続き最大会派として議会
運営の主導権を握ることになった。
　立憲民主は公認で当選した 26人に、推薦を
受けたり改選前に立憲の会派に所属していた 5
人を加えると 31人の会派となるはずであっ
た。しかし、昨年夏の参院選で新人 2人を擁
立したことを巡る軋轢が残っていたことや、
県議団内部で昨年秋にパワーハラスメント問
題で 3人が資格停止などの処分を受けたこと
など内紛があり、まとまらなかった。そして「立
憲民主党・かながわクラブ」（14人）、「立憲民
主党」（10人）、連合神奈川の支援を受けるな

どした無所属議員との合流による「かながわ
未来」（10人）の 3つの会派に分裂することと
なってしまった。党県連の代表代行と幹事長
に就いている 2人が別々の会派に属するとい
う異例の状態になった。
　立憲民主の代表は「県連として容認できな
い事態だ」とし、会派の一本化に向けて関係
議員に聞き取りを実施することを明らかにし
て、調整を進めることになった。
　これに公明党（8人）、日本維新の会（6人）
を加えた計 6会派が本会議での代表質問権な
どがある交渉会派（4人以上）となった。この
ほか、共産党が 2人で会派をくみ、「神奈川ネ
ットワーク運動」は 1人会派となった。また、
横浜市戸塚区、港南区、藤沢市、秦野市から
無所属で当選した議員は、それぞれ単独で活
動することになった。

2．政令市長選（相模原）、政令市議選（横
 浜・川崎・相模原）

（ 1 ） 相模原市長選は現職の本村氏が圧勝
　相模原市長選は、無所属現職で再選をめざ
す本村賢太郎氏に対して、共産党が推薦する
市民団体副理事長の建部由美子氏、無所属新
顔で元市議会議長の沼倉孝太氏、同じく無所
属新顔で東京都立大教授の野元弘幸氏、政治
団体代表の新顔で看護師の武嶋俊子氏の 4人
が対抗する構図となった。（図表 2-4）
　選挙戦では、行財政構造改革を進めた現市
政の評価のほか、リニア中央新幹線駅の建設
が進む橋本駅周辺などの開発や、子育て・教

当落 得　票 候補者氏名 年齢 経歴 党派 期数 推薦状況

当 196,213 本村賢太郎 52    〈元〉衆院議員　 無所属 現②

18,731 建部由美子 75    市平和委役員　　 無所属 新　　　　　　〈共〉

17,844 沼倉　孝太 75    〈元〉市議長　　 無所属 新

17,557 野元　弘幸 61    東京都立大教授　 無所属 新

13,505 武嶋　俊子　　 50    看護師　　　　　 諸派 新

図表 2-4　相模原市長選
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育の支援策、少子高齢化対策などが争点にな
った。
　本村氏は行財政構造改革を進めた実績を強
調し「子育て、教育、まちづくりの 3点に特
化した施策を展開する」と訴え、リニア中央
新幹線駅周辺の開発推進なども掲げて浸透を
図った。与野党の党派を超えた支持を受け、
盤石の態勢で選挙戦を展開した。
　建部氏はリニア関連の問題点を明らかにし
開発を止めると訴え、沼倉氏は税収が見込め
るまちづくりを進めると、野元氏はリニア開
発のお金を子どもや若者支援に使うべきだと、
武嶋氏は子育て支援を充実させると、それぞ
れ訴えた。
　選挙の結果は、19万票を獲得した本村氏が、
他の 4候補を合わせた得票の 3倍以上を得て
圧勝した。再選を果たした本村氏は、「前例踏
襲型ではなく、チャレンジする相模原に変え
ていきたい」と抱負を述べ、リニア中央新幹
線駅の建設が進む橋本駅周辺の開発について、
「県内唯一のリニア駅となるので、乗客が降り
たくなる駅にし、魅力あるまちづくりをして
いきたい」と述べた。

（ 2 ） 横浜市議選は維新が急増
　横浜市議選は、定数は 86と変わらないもの

の、人口の変動により神奈川区で 1人増、泉
区で 1人減となって戦われた。前回より 6人
多い 138人が立候補し、前回は議席を得られ
なかった維新の会が 15区で 16人を立候補さ
せるなどの挑戦もあり激しい選挙戦となった。
（図表 2-5）
　選挙結果を党派別に見ると、自民党は前回
と同じ 35人を立候補させ手堅い戦いを進めた
結果、前回（告示前も同じ）より 1人多い 34
議席を獲得した。
　立憲民主党は、前回より 3人多い 22人を立
候補させたが、告示前の 19人から 4人、前回
当選者からも1人減らして15人にとどまった。
都筑区では維新の新人に現職 2名がともに敗
れたほか、緑区でベテラン議員が新人と入れ
替わり、鶴見、中、港南では現職が次点で敗
れるなどの波乱が生じ、新人が 3人当選した
ものの議席を大きく減らすことになった。
　公明党は、定数減となった泉区で候補者の
擁立を取りやめ、前回より 1人少ない 15人を
立候補させ、15人全員の当選を果たしたもの
の、1議席減となった。
　日本維新の会は、15区で 16人を立候補させ、
大量議席の獲得を目指したが、半数の 8人が
当選した。2011年にみんなの党が 13議席を
獲得して、政党再編により維新の党として 9

図表 2-5　横浜市議選　定数：86
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議席をもっており、2015年にも 9議席を得て
いたのだが、前回 2019年に 8人を立候補させ
たものの議席を得られないでいた。今回は
2015年以来の議席回復となった。保土ケ谷区
では 26歳の新人が共産党の現職を破り議席を
獲得している。
　共産党は、前回より 1人少ない 16人を立候
補させたが、前回（告示前も同じ）より 4名減
らして 5人の当選にとどまった。南区で立憲
の新人に、保土ケ谷区と旭区で維新の候補に
ベテラン議員が敗れるなどしていたのが目に
ついた。
　国民民主党は、前回より 2人少ない 6人を
立候補させたが、半数の 3人が当選したにと
どまった。
　社民党、神奈川ネットワーク運動、れいわ
新選組、参政党は候補を擁立したものの議席
を得られなかった。無所属は 21人が立候補し
たが、当選者は 5人だった。
　5月になり、議会の会派構成が決まり、自民
党が磯子区から無所属で当選した一人を加え
35人で第一会派となり、立憲民主党と公明党
が 15人でそれぞれ第 2会派となった。次いで
日本維新の会が 8人、共産党が 5人、国民民
主党は公認の 3人と推薦の 1人を加え 4人で
会派を構成した。無所属の 4人はそれぞれ 1
人で無所属として活動することとなった。

（ 3 ） 川崎市議選は維新と立憲が議席増
　川崎市議選は、定数は前回と変わらず 60人
に対して、前回より 1人多い 82人が立候補し
て争われた。維新の会が全区で候補者を擁立
して選挙戦が激しいものとなった。（図表 2-6）
　選挙結果を党派別に見ると、自民党は前回
と同じ 20人を立候補させ、現状維持を図った
が、告示前の議席（前回と同じ）よりも 2人減
らして 17人の当選となった。当選者はいずれ
も現職だけで、中原、高津区では現職が議席
を失った。
　立憲民主党は、前回より 5人多い 14人を立
候補させ、積極的に議席拡大を目指した。選
挙結果は告示前（前回も同数）より 4人増やし
て 12人となった。幸区で 2人、川崎、中原、
多摩区でそれぞれ 1人ずつの新人が当選した
ことが勝因となった。
　日本維新の会は、全区に 11名を立候補させ
激戦の目玉となったが、7人が当選した。
2015年に 8人立候補させ当選者 1人だったが、
前回はその議席も得られていなかったことか
らすると、今回は躍進したといえよう。幸区
で 25歳の女性新人候補が当選し、中原区で 2
人、川崎、宮前区でも女性新人候補が議席を
得るなど、女性の躍進ぶりが特に目を引いた。
　公明党は、前回と同じ 11人を立候補させ、
前回同様 11人の全員が当選を果たした。

図表 2-6　川崎市議選　定数：60
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　共産党は、立候補者を 1人減らして 11人に
絞り、告示前（前回も同数）の 11議席を維持
しようとしたが、消極的な戦法が裏目に出て 3
議席減らして 8人の当選にとどまった。川崎、
中原、多摩区で現職が落選したのが大きく響
いた。
　国民民主党は、2人を立候補させたが、川崎
区の現職 1人の当選に終わっている。神奈川
ネットワーク運動は宮前区での 1議席を維持
することができず、議席を失った。無所属は
前回より 8人少ない 10人が立候補したが、告
示前より 1人、前回より 4人少ない 4人の当
選となった。
　5月に入って議会の会派構成が決まった。自
民党は公認で当選した 17人、立憲民主は公認
の 12人に国民（川崎区）と無所属（中原区）
で当選した 2人を加えて 14人で「みらい市議
団」として第 2会派となった。公明党は 11人、
共産党は 8人、維新の会は 7人でそれぞれ会
派を構成した。残る無所属の 3人はそれぞれ
単独で活動することになった。

（ 4 ） 相模原市議選は維新が議席回復
　相模原市議選は、定数 46人に対して 66人
が立候補する激戦となった。（図表 2-7）
　選挙結果を党派別に見ると、自民党が立候
補者を前回より 4人少ない 13人に絞って必勝

を期したが、告示前より 1人、前回より 3人
少ない 12人にとどまった。中央区で新人が当
選したものの現職が議席を失った。
　立憲民主党は、前回より 2人多い 9人を立
候補させたが、前回よりも 2人多く、告示前
と同数の 8人が当選した。緑、中央区で新人
が 1人ずつ当選したが、中央区でベテランの
現職が議席を失った。
　日本維新の会は、2015年に 1議席を得たも
のの、前回は候補者を立てなかったが、南区
から無所属で当選した 1人が維新の党籍を持
っていた。そして今回は 5人を立て議席増を
狙った結果、南区の新人を除き4人が当選した。
　公明党は、前回と同じ 8人を立候補させ、8
人全員の当選を果たした。国民民主党、社民党、
神奈川ネットワーク運動は議席を得られなか
った。諸派では、「地域政党さがみはら」が 3
人を立て、中央区と南区で議席を得た。
　無所属は、前回と同じ 17人が立候補したが、
前回より 2人、告示前より 3人多い 10人が当
選した。
　4月末になり、新しい会派の構成が決まった。
自民党は公認の 12人に中央区と南区で当選し
た無所属の 2人を加え、14人で会派を構成し
た。立憲民主党は、公認で受かった 8人のう
ち現職の 5人が立憲民主党の会派をつくり、
南区の現職 1人と新人 2人は別会派に入るな

図表 2-7　相模原市議選　定数：46
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ど分裂状態となった。この 3人と地域政党の
2人に無所属で当選した 4人が加わり 9人で
「民主みらい・無所属・地域政党さがみはら」
という会派を構成した。
　公明党は 8人、維新の会は 4人、共産党は
2人で会派をつくった。無所属の 3人が「颯
爽の会」をつくり、残る 1人は単独で活動す
ることになった。

（ 5 ） 出口調査から見た政党支持の動向
　前半戦の投開票が終わった後、神奈川新聞
には 2021年の衆院選、2022年の参院選、そ
して今回の知事選の際に、投票を終えた有権
者から直接聞いた「出口調査」の結果が報道
されていた。（図表2-8、神奈川新聞2023.4.11付）
　それによると、自民党は衆院選と参院選で
ほぼ 4割の支持を確保しており、その支持者
が自民の候補者に投票したと答えた割合はほ
ぼ 8割となっていた。今回の支持率は 36％と
やや下がったものの、知事選において自民が
支持した黒岩知事への投票は 82％と高くなっ
ていたという。このことから、同時に行われ
た県議選や政令市議選の自民党候補への支持
も底堅かったことと想定できる。
　日本維新の会は順調に支持率を上昇させて
おり、今回の支持率は衆院選より倍増してい
た。このことから県議選や政令市議選で立憲

民主に迫るほど議席を伸ばしたことが裏付け
られていた。
　一方、立憲民主党や共産党は支持率が伸び
悩み、国民民主党も支持率は低迷していた。
それぞれの党の中央での動向が影響している
ものと思われ、議席の伸び悩みに結びついて
いた。
　さらに政党支持なしと答えた「無党派層」は、
今回 2割を超えており、参院選より倍増して
いた。自民支持が減少した分を野党が吸収し
きれず、無党派の増加に結びついたものとい
える。一般の世論調査では、無党派層は 4割
を超えて「第 1党」となっているが、投票を
終えた人からの出口調査で見ると 2割弱とな
っており、無党派層は投票に行かない人が多
いことがわかる。無党派層の動向が「風を吹
かせる」と言われているが、今回は維新の会
に風が吹いていたものといえそうだ。

3. 市長選、町長選、市議選、町議選

（ 1 ） 3 市長選、2 町長選
 ① 平塚市長選は現職が勝利
　平塚市長選は、無所属で現職の落合克宏氏
に対して、無所属の新顔で市民団体代表の谷
容子氏が前回と同様に対抗する構図となった。
（図表 2-9）

40.5

19.4

6.5
4.7 4.9

2.2

12.9

39.8

12.1
10.1

6.2 5.1
3.6

11.4

36.0

12.3 13.0

4.9 4.3
1.7

22.1

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

自民 立憲民主 維新の会 公明党 共産党 国民民主 無党派

2021年衆院選 2022年参院選 2023年知事選

図表 2-8　出口調査による政党支持の変化　神奈川新聞出口調査より
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　落合氏は、自民、立憲民主、公明の与野党
相乗りで、経済団体や連合神奈川からも推薦
を受け手堅い陣営を構築して選挙戦に臨んだ。
市北部の区画整理で生み出した新たなまち「ツ
インシティ」や、給食センターを建設して来
年秋に始める中学給食などの実績を強調し、
小児医療費助成を 18歳まで拡大するなどの公
約も訴え支持を広げた。
　谷氏は、海岸公園整備計画の白紙撤回や、
サッカー J1湘南ベルマーレの新スタジアム構
想への財政支援などを訴えた。
　選挙結果は、落合氏が幅広い支持層に支え
られ 3期 12年の実績を評価され、4選を果た
した。「平塚をもっともっと魅力あふれる街に
する」と当選の弁を述べたが、4期目の財政運
営は楽観を許されない厳しさもあり、バラン
スのとれた市政運営が望まれている。
② 大和市長選は前市議の古谷田氏が初当選
　大和市長選は、まず、市議の古谷田力氏が、
続いて無所属新顔で市議の小田博士氏が立候
補を表明した。現職の大木哲氏は、職員への
パワーハラスメントを指摘されたがパワハラ
を否定した上で不出馬を表明したが、その後、
一転して立候補を表明したことで三つ巴の選
挙戦となった。
　古谷田氏は、選挙戦で大木氏を「独断で政

策を決めている」と批判し、世代交代を求め「市
民の声を政策に反映する」と強調した。また、
パワハラ問題にも触れ、市職員が働きやすい
環境にすると訴えた。
　小田氏は、自民党の推薦をえて、大木氏の
多選の弊害と世代交代を主張し、給食費の無
償化などを掲げた。
　大木氏は、4期 16年の実績をもとに市政継
続を主張したが、立候補表明は 3月末であり
準備不足は否めず、パワハラ問題が決着せず
74歳という年齢的な問題も争点とされた。
　選挙結果は、最も早く立候補を表明した古
谷田氏が他の 2人を破って初当選を果たし、
16年ぶりの新市長となった。3期務めた市議
の時代に、2回トップ当選を果たした集票力が
決め手となったと言われている。
　神奈川新聞の出口調査によると、古谷田氏
は無党派層の約半数を取り込み、各党の支持
層からも幅広い支持を集めていたことが明ら
かだった。現職大木氏の評価を巡っては 7割
が多選に否定的で、パワーハラスメント問題
が投票に影響したとの回答が 6割に達するな
ど、市政刷新を求める有権者の判断がうかが
えた。
　古谷田氏とともに市政の刷新を訴えた小田
氏は、推薦を受けた自民支持層からの支持が 5

当落 得　票 候補者氏名 年齢 経歴 党派 期数 推薦状況

　◇平塚市長選

当 49,019  落合　克宏 65 〈元〉市議 無所属 現④　  〈自〉〈立〉〈公〉

35,316  谷　容子 58 市民団体代表 無所属 新

　◇大和市長選

当 29,288  古谷田　力 54 〈元〉市副議長 無所属 新①

25,796  小田　博士 48 〈元〉市議 無所属 新 〈自〉

21,414  大木　哲 74 歯科医師 無所属 現④

　◇南足柄市長選

当 12,570  加藤　修平 74 〈元〉市福祉部長 無所属 現④ 〈自〉〈公〉

4,514  笠井　進 58 不動産管理業 無所属 新

図表 2-9　３市長選
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割弱にとどまったほか、無党派層の支持も伸
び悩んでいた。大木氏は公明支持層から 4割
弱の支持を獲得したものの他党への広がりを
欠いていた。
③ 南足柄市長選は現職が 4 選
　南足柄市長選は、現職の加藤修平氏が 4選
を目指したのに対し、元商工会長で不動産管
理会社社長、新人の笠井進氏が挑む構図とな
った。
　加藤氏は、自民・公明からの推薦を受け、
各自治会の後援会組織を固め盤石の態勢をし
いた。これまでの 3期 12年で財政を健全化さ
せ、子育て支援拠点施設を新設するなど子育
て施策に力を入れてきた実績をかかげ、道の
駅の新設により地域経済の活性化に努めたと
訴えた。
　笠井氏は、民間企業での経験や市商工会長
経験を踏まえて、子育て支援や、市の文化・
歴史を生かした観光施策などを掲げ、市政刷
新を訴えた。
　選挙結果は、現職の加藤氏が新人の笠井氏
を退け、大量得票をえて念願の 4選を果たし
た。歯止めのかからない人口減に、定住対策
を最重要施策として位置付けるとともに、工
業団地の誘致で雇用創出や税収増への期待が
かかるなかで、適切な市政運営の舵取りが求
められている。
④ 湯河原町長選は現職が 5 選
　湯河原町長選は、5期目を目指す現職の冨田
幸宏氏と、町政の変革を訴える新人の土屋由
希子氏との一騎打ちとなった。（図表 2-10）
　冨田氏は、5期目を最後の 4年間と自ら位

置づけし、新役場庁舎や図書館の方向付けや、
中学校給食の実現などを目指すと訴えた。
　土屋氏は、子育て支援と教育の拡充を重点
施策に据え、多選批判を展開して浮動票の獲
得を狙ったが、自らが真鶴町の選挙人名簿を
不正に撮影して第三者に提供していた問題に
ついて、厳しい目が向けられていた。
　選挙結果は、冨田氏が多選批判をはねのけ
て 5選を果たした。土屋氏の得た得票は多選
批判を含む変革を求める町民の声が少なくな
いことを示しており、今後、より開かれた町
政運営が求められているといえる。
⑤ 開成町長選は無投票
　開成町長選挙は、現職の府川裕一町長が引
退を表明したものの後継指名を行わず、立候
補したのは無所属で新人の元銀行員、山神裕
氏ただ 1人で、無投票による当選が決まった。
町長選での無投票は 13年ぶりであり、新人に
よる無投票当選は、33年前の 1990年に山本
久雄氏が初当選して以来となる。
　前回の選挙で府川氏にわずか 32票差で敗れ
た山神氏だったが、今回、山神氏は党派を超
えた「オール開成」を掲げて府川町政への批
判も封印し融和に努めた。府川氏が結果的に
道を譲る形となって、無投票となった。

（ 2 ） 10 市議選
① 横須賀市議選、自民が増加、維新が初議席
　横須賀市議選は、前回より定数が 1人減り
39となり、前回より 5人多い 55人が立候補
する激戦となった。（図表 2-11）
　選挙結果は、自民党が前回より 3人多い立

当落 得　票 候補者氏名 年齢 経歴 党派 期数 推薦状況

　◇湯河原町長選

当 6,166    冨田　幸宏 65    〈元〉町議 無所属 現⑤

4,570    土屋由希子 40    〈元〉町議 無所属 新

　◇開成町長選

当 無投票 山神　裕 56　　  　〈元〉町議 無所属 新①

図表 2-10　２町長選
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候補者全員の 14人が当選した。公明党
が 7人、共産党が 3人いずれも候補者全
員が当選した。日本維新の会は、2人を
立候補させ、2015年、2019年に挑戦し
ながらいずれも議席を得られなかった
が、今回初めて 2人とも議席を得た。
　立憲民主党、社民党、政治家女子 48党、
参政党は候補者を立てたが議席は得られ
なかった。無所属は、前回より 1人多い
24人が立候補して 13人が当選した。
　当選者の内訳は、現職が 30人、新人
が 9人であり、前回新人がわずか 6人だ
ったことからするとやや世代交代が進ん
だようである。女性は 5人で、統一選の
10市議の中で最も女性の割合が少ない
12.8％にとどまっていた。
② 平塚市議選、維新が初議席
　平塚市議選は、定数 26に対して前回
より 4人多い 40人が立候補して激戦で
あった。（図表 2-12）
　選挙結果は、自民党が前回より 1人減
らして 4人を立候補させ全員当選した。
立憲民主党が 1人、公明党が 5人それぞ
れ前回と同じく立候補して全員当選した。
　日本維新の会は、前回と前々回ともに
候補者を立てながら議席を得られていな
かったが、今回は 1人が当選して初議席
を得た。共産党は前回と同じく 3人を立
候補させたが、前回と同じく 2人の当選
にとどまった。
　無所属は、前回よりも 4人多い 24人
が立候補し、12人が当選した。前回無
所属で 3位で当選した女性の現職が、今
回は諸派（無党派党）で 2位当選している。
　当選者の内訳は、現職が 21人、元 1人、
新人が前回より 3人減って 4人だった。女性
は前回より 2人増えて 6人となり、女性比率
では過去最多となった。
　26歳の新人で「平塚 YouTuberしん」とい

う名前で選挙戦に挑んだ元島新氏が 3位で当
選したことが話題となった。
③ 藤沢市議、女性が 4 人増の 10 人に
　藤沢市議選は定数 36に対して、前回より 6

図表 2-11　横須賀市議

図表 2-12　平塚市議

図表 2-13　藤沢市議
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人多い 55人が立候補して激戦となった。（図

表 2-13）
　選挙結果は、自民党が前回より 2人多い 10
人を立候補させたが、前回より 1人減らし 7
人となった。立憲民主党は前回と同じ 3人を
立候補させたが 1人減の 2人の当選となった。
　日本維新の会は 2人、公明党は 5人、共産
党は 4人、国民民主党は 1人、神奈川ネット
ワーク運動は 1人を立候補させ、いずれも全
員当選となった。
　社民党、政治家女子 48党、参政党、諸派は
候補者を立てたが議席は得られなかった。
　無所属は、前回より 1人多い 24人が立候補
し、前回より 1人少ない 13人が当選した。
　当選者の内訳は、現職が 24人、新人が前回
より 3人増えて 12人となった。共産党の現職
が 8期目の当選を果たしていた。女性は、前
回より 4人増えて 10人となり、上位 3人まで
が女性という成果であった。

　また、無所属の 26歳の新人が「Ｚ世代の代
表」をかかげて当選したことが注目された。
④ 小田原市議選、女性が過去最多の 10 人に
　小田原市議選は、定数 27に対して、前回よ
り 2人多い 39人が立候補した。（図表 2-14）
　選挙結果は、立憲民主党が前回より 1人多
い 2人、日本維新の会も前回より 1人多い 2人、
公明党が前回と同じ 4人を立候補させ、それ
ぞれ全員当選を果たしている。共産党は、前
回と同じ 3人を立候補させたが、現職が 1人
落選し、前回より 1人減らす 2議席となった。
　無所属は、前回より 1人多い 28人が立候補
し、前回と同じ 17人が当選している。
　自民は前回と同様に公認候補を擁立しなか
った。
　当選者の内訳は、現職が 19人、新人が 8人
だった。無所属の元議長が 8期目の当選を果
たしていた。女性は、前回を 4人上回る 10人
（37％）が当選し過去最多となったが、統一選

の 10市議選のうち最も女性の割合が
高くなったのが注目された。
⑤ 茅ヶ崎市議選、現職が全員当選
　茅ヶ崎市議選は、定数 28に対して、
前回より 3人多い 38人が立候補して
激戦となった。（図表 2-15）
　選挙結果は、自民党が 3人、立憲民
主党が 3人、日本維新の会が 1人、公
明党が 4人、共産党が 2人をそれぞれ
立候補させ、公認候補が全員当選とな
った。参政党が初めて 1議席を得た。
れいわ新選組は議席を得られなかっ
た。
　無所属は、前回より 1人多い 23人
が立候補し、前回より 2人少ない 14
人が当選した。
　当選者の内訳は、現職が立候補した
21人の全員が当選し、元 1人、新人
が前回と同じ 5人だった。無所属で議
長経験を持つ 2人の議員が 8期目当選

図表 2-14　小田原市議

図表 2-15　茅ヶ崎市議
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を果たしていた。女性は、前回より 1人減っ
て 8人となった。
　なお、立候補届けを出した自民党の候補者
が告示の翌日に死亡するという事態が生じた。
選挙管理委員会は補充立候補を受け付けるこ
ととなったが、立候補届け出の締め切り期日
の 20日（選挙の期日の 3日前）までに補充立
候補を届けた人がなく、立候補者は 38人とな
り選挙が行われた。
⑥ 三浦市議選、新人 3 人が上位 6 位以内に
　三浦市議選は、定数 13に対して、前回と同
数の 16人が立候補した。（図表 2-16）
　選挙の結果は、自民党が前回より 1人多い
6人、公明党が 1人、共産党が 2人を立候補
させたが、全員当選を果たした。共産党の現
職が 9期目の当選を 1位で飾っていたのが注
目された。
　無所属は、前回と同じ 7人が立候補したが、
4人が当選した。
　当選者の内訳は、現職が 9人、元が 1人、

新人が 3人であった。女性は、前回
と同じ 3人だった。
⑦ 大和市議選　新人が 8 人当選
　大和市議選は、定数 28に対して、
前回と同じ 35人が立候補する激戦と
なった。（図表 2-17）
　選挙の結果は、自民党が 7人、立
憲民主党が 2人、公明党が 5人を立
候補させ、全員当選を果たした。日
本維新の会は、2015年に 1議席を得
ていたが、前回は議席を得られなか
った。今回は新人 2名を立候補させ、
2名とも当選している。共産党は、前
回より 1人少ない 3人を立候補させ
たが、前回と同数の 2人の当選であ
った。
　参政党が初めて 1議席を獲得して
いる。神奈川ネットワーク運動は、前
回より 1人少ない 2人を立候補させ、

2人とも当選したが、前回より 1人少なくな
っている。無所属は、前回より 1人少ない 13
人が立候補し、前回より 2人少ない 7人が当
選した。
　当選者の内訳は、現職が 19人、元職が 1人、
新人が前回より 5人多い 8人となり、世代交
代が一部進んだようである。無所属の現職で
10期目の議員が当選を果たし、今回の統一市
議選では最長期になったのが注目された。女
性は、前回より 1人少ない 6人だった。
⑧ 伊勢原市議会、無所属の新人がトップ当選
　伊勢原市議選は、定数 20に対して、前回よ
り 4人少ない 21人が立候補し、かろうじて無
投票は免れた。（図表 2-18）
　選挙結果は、立憲民主党が 1人初めての議
席を得た。公明党は 2人、共産党も 2人を立
候補させ、それぞれ全員当選した。
　無所属は、前回より 2人少ない 16人が立候
補し、15人が当選した。
　当選者の内訳は、現職が 14人、元職が 2人、

図表 2-16　三浦市議

図表 2-17　大和市議
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新人が前回より1人少ない4人となった。また、
現職 3期目で当選した前議長が 80歳となり、
今回の統一市議選では最高齢となった。女性
は、前回より 1人減り 3人であった。
⑨ 南足柄市議選、女性 2 人が上位
　南足柄市議選は、定数 16に対して、前回よ
り 1人多い 18人が立候補した。（図表 2-19）
　選挙の結果は、党派別にはまったく前回と
同数となり、公明党が 2人、共産党が 1人、
無所属が 13人だった。
　当選者の内訳は、現職が 12人、新人が前回
より 1人少ない 4人だった。女性は、1人増

え 5人となった。得票の上位 2人を 2
期目の当選を果たした女性が占めてお
り注目された。
⑩ 綾瀬市議選、新人が 6 人当選
　綾瀬市議選は、定数 20に対して、
前回より 3人少ない 22人が立候補し
た。（図表 2-20）
　選挙の結果は、自民党が 2人、公明
党が 4人、共産党が 2人、いずれも前
回と同じに立候補し、全員当選した。
立憲民主党は1人が初議席を獲得した。
参政党も 1人が初議席を得た。改選前
に 1議席を持っていた神奈川ネットワ
ーク運動は、候補者を立てなかった。
　無所属は、前回より 3人少ない 11
人が立候補し、10人が当選した。
　当選者の内訳は、現職が 13人、元
が 1人、新人が 4人増えて 6人となり、
一定の世代交代が進んだ。女性は、前
回より 1人増え 7人となった。
⑪ 10 市議選のまとめ、女性が 25％に
　10市議選の結果をまとめてみると、
定数は前回より横須賀で1人減となり、
253で争われた。（図表 2-21）
　立候補者は、前回より 14人増えて
339人で、横須賀・平塚・藤沢・小田原・
茅ヶ崎などでは定数を 10人以上も上

回る立候補者があり、それぞれ激戦であった。
また、伊勢原は定数より 1人、南足柄と綾瀬
では 2人多いだけの立候補者で、やや低調な
争いだった。
　選挙結果は、自民党が前回より 3人多い 46
人を立候補させ、前回より 1人多い 43人を当
選させた。しかし、小田原、伊勢原、南足柄
では公認候補を立てていなかった。
　第 2党は公明党で、伊勢原で 1人候補者を
少なくして 29人を立候補させ、全員当選を果
たした。10市すべてで議席を確保している。
　第 3党は共産党で、前回より候補者を 2人

図表 2-19　南足柄市議

図表 2-20　綾瀬市議

図表 2-18　伊勢原市議
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減らして 25人を立候補させたが、前回より 1
人少ない 22人が当選した。10市すべてで議
席を確保している。
　立憲民主党は、前回より 4人多い 14人を立
候補させたが、前回より 3人議席を伸ばし 12
人となった。しかし、三浦、南足柄では候補
者を立てず、空白となっている。
　日本維新の会は、党勢拡大を目指して前回
より 8人多い 10人を立候補させ、全員当選を
果たした。しかし、三浦、伊勢原、南足柄、
綾瀬では議席を持っていない。
　国民民主党は、前回より 5人少ない 1人だ
けの立候補で、藤沢で唯一の議席を確保した。
　参政党は、6人を立候補させ、藤沢、茅ヶ崎、
大和、綾瀬で初議席を確保した。
　神奈川ネットワーク運動は、前回より 4人
立候補者が少なく 3人となり、藤沢と大和（2
人）の議席だけとなってしまった。
　無所属は、前回より 2人多い 184人が立候
補したが、前回より 10人少ない 118人が当選
している。小田原・伊勢原・南足柄など県西
部の市で多く当選しており、自民の候補がい
ない市と重なっている。これらの地域では、

まだ政党化が進んでいない状況といえよう。
　当選者の内訳を見ると、現職が前回よりも
12人減って 182人、元職が 2人増えて 8人、
新人が 9人増えて 63人となっており、一定程
度の世代交代が進んだことがうかがえる。
　女性は、前回より 10人増えて 63人となり、
全体の 25％を占めることになり、過去最多の
構成率となった。

（ 3 ） 4 町議選
① 葉山町議選、立憲が議席を失う
　葉山町議選は、定数 14に対して前回と同じ
20人が立候補した。（図表 2-22）
　選挙結果は、公明党が 1人、共産党が 2人
それぞれ前回と同様に当選した。立憲民主党
は、前回 2人が当選していたが、現職が 1人
引退し 1人だけの立候補となったが、当選で
きず議席がゼロになってしまった。日本維新
の会は、新人を擁立し、得票は最後ながらも
当選し初議席を得た。
　無所属は、前回と同じ 14人が立候補し、前
回より 1人多い 10人が当選した。
　無所属 27歳の新人がトップ当選、公明の新

図表 2-21　10市議選 都市別当選者数
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人が 2位で当選するなど、新人 3人
が前回より 1人多く当選していたの
が注目された。
② 中井町議選　新人 2 人が上位当選
　中井町議選、定数 12に対して前回
より 2人多い 14人が立候補した。（図

表 2-23）
　選挙結果は、共産党が前回と同じ
現職 1人が当選し、無所属が 13人立
候補して 11人が当選した。
　新人の無所属候補が上位 1位と 2
位を占めるなど、新人が前回より 1
人増えていた。
③ 山北町議選　定数減で現職が 3 人 
　落選
　山北町議選は、定数を前回の 14か
ら 2人減らし 12となったが、前回並
みの 15人が立候補した。（図表 2-24）
　選挙結果は、公明党が前回と同様
に 1議席を確保し、無所属が 11人当
選した。
　昨年の参院選と同時に行われた町
議の補欠選挙で当選した議員がトッ
プ当選し、無所属の新人が 2位とな
っていた。定数減の影響で新人 2人
が当選したものの現職 3人が落選と
なった。前回は新人が半数を占める
7人が当選するなど新旧交代が見られ
たが、そのうちの 2人は再選するこ
とができなかった。
④ 開成町議選　新人 4 人が当選
　開成町議選は、定数 12に対して、
前回と同じ 1人多いだけの 13人が立
候補した。（図表 2-25）
　選挙結果は、公明の現職が 4期目
の議席を確保し、無所属が 11人当選
した。
　現職の引退に伴い新人が 5人立候
補していたが、4人が当選し、そのう

図表 2-23　中井町議

図表 2-24　山北町議

図表 2-25　開成町議

図表 2-26　４町議選 町別当選者数

図表 2-22　葉山町議
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ち 1名がトップ当選を果たしている。
⑤ 4 町議選のまとめ、ほとんど変化なし
　4町議選の結果をまとめると、立憲民主党が
議席を失い、日本維新の会が初議席を得たほ
か、大きな変化は見られなかった。（図表 2-26）
　当選者の内訳は、現職議員の数は変わらず、
新人の当選者が前回多かった山北で定数が 2
人減ったことにより、今回は新人の進出が難
しかったことから、新人の割合が低くなった。
　女性は、14人で前回と変わらず、定数減の
ため女性の構成比はわずかに上昇した。

4. 神奈川における選挙結果の特徴

（ 1 ） 低い投票率が続く
　県内の統一地方選挙の結果について、いく
つかの特徴について見ていくことにする。
　まず、投票率については、これまで低下傾
向が続いていたが、今回はやや下げ止まりの
傾向が見られた。図表 2-27は、統一率の最も
高かった全国の道府県議選と神奈川の県議選
の投票率の推移を比較したものである。全国
の投票率は毎回大きく下降をたどっていて、
1991年の 60％台から今回の 41.85％まで一気
に落ちている。一方神奈川では、もともと
1991年に 47.15％と低くなっており、2003年
にやや上がるもの
の 2015年以降は
41％台で推移して
きている。全国の
投票率が下がって
きたため、全国の
投票率と並んでし
まった。
　県内の各選挙の
投票率は、図表

2-28のとおりであ
った。前半の知事・
県議、横浜・川崎

市議選はなんとか下げ止まったように思われ
たが、相模原では最低投票率を記録していた。
ちなみに、横浜・川崎の最低投票率は 2015年
に 42.00％、41.08％を記録している。（巻末の
資料 3参照）
　後半戦を見ると、市長選、市議選、町議選
とも軒並み今回が最低投票率となっていた。
大和市では、3人の候補者が立った市長選挙が
あったことによりわずかに前回よりも上回っ
たものの、40％を超えることはなかった。
　いずれにもせよ有権者の関心の低さを象徴す
る結果ではあった。

（2） 無投票当選は県議と開成町長選だけ
　全国的には、無投票当選者が多く出ていた
が、神奈川では県議だけでとどまっていた。
あらためて県議選で無投票となった選挙区と
定数をみると、次のようになっていた。
　横浜市西区（1）、南区（2）、緑区（2）、相
模原市緑区（2）、平塚市（3）、鎌倉市（2）、
逗子市 ･葉山町（1）、三浦市（1）、座間市（1）、
南足柄市 ･ 足柄下郡（1）､ 綾瀬市（1）､ 足柄
上郡（1）
　定数 1が 7選挙区、定数 2が 4選挙区、定
数3が1選挙区であった。定数の少ない選挙区、
特に 1人区では当選のハードルが高くなり、

図表 2-27　道府県議選・投票率の推移と比較
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現職がいる場合は新人が挑戦しにくくなると
いわれている。県議会は政党化が進んでする
ので、各政党が積極的に候補者を擁立する努
力をすれば、2人区、3人区での無投票は避け
られるのではないかと思われる。
　定数より 1人多く立候補者があったため無
投票にならなかった選挙も見られた。伊勢原
市、開成町であり、議会活動の重要性や意義
について議会側からの積極的な情報発信が求
められているのではなかろうか。
　なお、開成町長選は新人が無投票で初当選
をはたしたことは、すでに述べたとおりであ
る。

（3） 女性の進出は全国より進む
　女性議員の割合は、以前から神奈川は全国
的に見ると高くなっていたが、今回の選挙結
果でもその傾向は変わらなかった。
　図表 2-29のように、道府県議会では 4ポイ
ント、政令市議会では 2ポイント、市議会で
は 3ポイント、町村議会では 12.6ポイントと、
すべての議会における女性議員の割合は、全
国よりも高くなっている。
　特に、町村議会では、全国でゼロワン議会（女
性議員がゼロか 1人）が多いとされ、ゼロの議

選挙期日 19.4.7 23.4.9 増△減

県知事 40.28 40.35 0.07

県　議 41.16 41.37 0.21

横浜市議 42.48 42.83 0.35

川崎市議 41.45 42.76 1.31

相模原市長 48.91 45.55 △ 3.36

相模原市議 48.85 45.50 △ 3.35

選挙期日 19.4.22  23.4.23 増△減

平塚市長 41.30 40.68 △ 0.6

大和市長 38.40 38.93 0.5

南足柄市長 57.17 50.85 △ 6.3

横須賀市議 42.79 40.41 △ 2.38

平塚市議 41.31 40.70 △ 0.61

藤沢市議 37.08 37.69 0.61

小田原市議 42.13 40.60 △ 1.53

茅ヶ崎市議 39.93 38.49 △ 1.44

三浦市議 45.37 43.85 △ 1.52

大和市議 38.41 39.93 1.52

伊勢原市議 44.49 39.64 △ 4.85

南足柄市議 57.17 50.85 △ 6.32

綾瀬市議 39.95 36.97 △ 2.98

開成町長 64.05 無投票

湯河原町長 49.06 52.58 3.5

葉山町議 48.33 45.84 △ 2.49

中井町議 57.98 57.61 △ 0.37

山北町議 66.21 64.66 △ 1.55

開成町議 64.04 50.19 △ 13.85

は過去最低

図表 2-28　前半戦・投票率の状況

後半戦・投票率の状況

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

全国 神奈川 全国 神奈川 全国 神奈川 全国 神奈川

道府県議 政令市議 市議 町村議

14.0%

18.1%

23.6%
25.0%

22.0%

24.9%

15.4%

28.0%

図表 2-29　女性議員の割合・全国との比較
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会が 15％ほどあるとされていたが、県内では
14町村すべてに女性議員がいるし、最も少な
い真鶴町でも 11％であるとされていた（朝日
新聞・全国議会調査）。
　今回の統一地方選でも、すでに述べたよう
に神奈川も女性議員の増加が見られた。前回
の選挙と比較したのが図表2-30である。県会・
相模原・三浦・葉山・開成で前回と同じで、
茅ヶ崎・大和・伊勢原・中井で 1人の減であ
ったが、その他ではすべて増加していた。最
も女性の割合の高かったのは山北町であるが、
女性の議員数は 5人で変わらなかったが、議
員定数が削減されたため女性の割合が高くな
ったものである。
　増加率が最も高くなったのが小田原で、6人

から 10人に増え、女性の割合も 37％と市で
は最も高くなっていた。
　今回の小田原市議選では、女性議員を増や
そうと、女性新人候補 4人がライバル同士で
手を組み選挙戦を戦ったとされている。女性
医師や平成生まれの 34歳など顔触れも多彩
で、伝統的な保守地盤の小田原では女性市議
は多くても 6人が “壁 ” となっていたといわれ
ていた。4人は県議選で当選した議員の陣営に
スタッフとして参加してノウハウを吸収し、
本番では共同で街頭演説を行なって注目され
た。結果は 4人で計 6,691票を獲得。3人当
選し、落選した 1人も次点になるなど健闘し
ていた（神奈川新聞 4.29付）。
　横浜市議も女性を前回より 6人増やし 22人

と過去最多となった。また、藤
沢市議も小田原と同じく 4人増
やして 10人になり、2007年の
選挙時と同数の最多となった
が、小田原より定数が 9人多い
ため女性の比率は 27.8％となっ
ている。
　今回の選挙で全体では女性議
員が 17人増え、女性の割合が
前回より約 3ポイント増え 24
％と過去最多となった。今回の
選挙で全国の女性議員は 491人
増え 2,943人となり、女性の割
合は約 2割（19.9％）となって
いるので（図表 1-22）、神奈川
全体では全国より約 4ポイント
高いという結果になっていた。

2019 2023 前回比 2019 2023 前回比

県議 19 19 0 18.1% 18.1% 0.0%

横浜市議 16 22 6 18.6% 25.6% 7.0%

川崎市議 15 16 1 25.0% 26.7% 1.7%

相模原市議 10 10 0 21.7% 21.7% 0.0%

　政令市計 41 48 7 21.4% 25.0% 3.6%

横須賀市議 4 5 1 10.0% 12.8% 2.8%

平塚市議 4 6 2 15.4% 23.1% 7.7%

藤沢市議 6 10 4 16.7% 27.8% 11.1%

小田原市議 6 10 4 22.2% 37.0% 14.8%

茅ヶ崎市議 9 8 △ 1 32.1% 28.6% -3.6%

三浦市議 3 3 0 23.1% 23.1% 0.0%

大和市議 7 6 △ 1 25.0% 21.4% -3.6%

伊勢原市議 4 3 △ 1 20.0% 15.0% -5.0%

南足柄市議 4 5 1 25.0% 31.3% 6.3%

綾瀬市議 6 7 1 30.0% 35.0% 5.0%

　市議計 53 63 10 20.9% 24.9% 4.0%

葉山町議 5 5 0 35.7% 35.7% 0.0%

中井町議 2 1 △ 1 16.7% 8.3% -8.3%

山北町議 5 5 0 35.7% 41.7% 6.0%

開成町議 2 3 1 16.7% 25.0% 8.3%

　町議計 14 14 0 26.9% 28.0% 1.1%

　18議会計　 127 144 17 21.1% 24.0% 2.9%

  区分
女性の当選者数 女性の割合

図表 2-30　各議会での女性議員の割合
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〈資料 1〉　41 道府県議会選の当選者数　前回比較　定数：2,260
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〈資料 2〉　17 政令指定都市市議選の当選者数　前回比較　定数：1,005
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〈資料 3〉　統一地方選の県内投票率の推移

　選挙期日 91.4.7 95.4.9 99.4.11 03.4.13 07.4.8 11.4.10 15.4.12 19.4.7 23.4.9 増△減

県知事 45.17 43.47 45.68 48.44 47.04 45.24 40.71 40.28 40.35 0.07

県　議 47.15 46.54 46.41 48.65 47.49 45.69 41.81 41.16 41.37 0.21

横浜市議 46.00 45.92 47.13 49.50 48.20 46.73 42.00 42.48 42.83

川崎市議 49.32 48.09 48.07 49.17 48.52 46.11 41.08 41.45 42.76

83.74長市原模相 50.06 46.87 48.91 45.55 △ 3.36

△ 3.3545.5048.85相模原市議 50.59 46.83

　選挙期日 91.4.21 95.4.23 99.4.25 03.4.27 07.4.22 11.4.24 15.4.26 19.4.22 23．4．23 増△減

横須賀市議 56.05 49.03 52.58 53.10 52.59 47.98 46.59 42.79 40.41 △ 2.38

平塚市議 63.23 56.96 52.37 53.59 53.75 49.88 43.80 41.31 40.70 △ 0.61

藤沢市議 49.89 41.24 46.61 43.05 42.94 38.15 38.73 37.08 37.69 0.61

小田原市議 68.04 57.28 58.55 52.59 49.10 45.20 41.91 42.13 40.60 △ 1.53

茅ヶ崎市議 57.48 45.64 55.07 49.07 49.06 46.57 46.38 39.93 38.49 △ 1.44

相模原市議 54.33 44.05 45.89 42.69 47.38

三浦市議 71.21 59.87 56.06 64.36 60.09 53.33 46.13 45.37 43.85 △ 1.52

大和市議 50.62 48.58 45.52 47.13 44.87 42.41 40.80 38.41 39.93 1.52

伊勢原市議 62.27 54.12 58.15 52.34 50.37 49.60 47.21 44.49 39.64 △ 4.85

南足柄市議 83.27 68.92 73.26 74.11 71.17 65.74 60.93 57.17 50.85 △ 6.32

綾瀬市議 62.29 56.05 56.99 53.87 51.28 44.99 42.69 39.95 36.97 △ 2.98

葉山町議 66.69 60.01 65.29 57.08 54.23 53.61 52.70 48.33 45.84 △ 2.49

中井町議 91.15 無投票 82.09 72.42 無投票 66.46 54.94 57.98 57.61 △ 0.37

山北町議 無投票 86.03 85.56 81.21 82.14 78.42 無投票 66.21 64.66 △ 1.55

開成町議 81.13 75.42 76.99 73.97 66.17 68.35 68.20 64.04 50.19 △ 13.85

2003.4.27 07.4.22 11.4.24 15.4.26 19.4.22 23.4.23 増△減

平塚市長 53.58 53.75 49.88 43.80 41.30 40.68 △ 0.6

茅ヶ崎市長 49.04 49.04 46.56 46.37

大和市長 47.12 44.86 42.40 40.80 38.40 38.93 0.5

南足柄市長 74.10 71.17 65.74 40.93 57.17 50.85 △ 6.3

票投無50.4612.8663.86長町成開

湯河原町長 62.42 66.96 54.10 無投票 49.06 52.58 3.5

0.35

1.31

ワースト記録

市長・町長選
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〈資料 4〉　統一地方選における女性議員の推移

相模原市は、2010年 4月に政令指定都市になったが、2007年以前は一般市であった。
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〈資料 5〉　県・政令指定都市議会の党派別当選者数の推移
神奈川県議会

横浜市議会
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川崎市議会

相模原市議会
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〈資料 6〉　10 市議会選　党派別当選者数　比較
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0

0

△1

△4

選挙年

横須賀市

平塚市

藤沢市

小田原市

茅ヶ崎市

三浦市

大和市

伊勢原市

南足柄市

綾瀬市

10市合計

うち女性

区分
当選者数 当選者数 当選者数 当選者数

社民党 神奈川ネット 参政党 諸派次世代
の党

みんな
の党

当選者数 当選者数増減当選者数 増減 増減 当選者数 増減

維新の会共産党

前回
比

前回
比

前回
比15年 19年 23年 15年11年 11年 15年19年 23年 23年19年 23年 15年 11年 23年

0

1

2

1

4

1

1

1

2

0

2

1

2

2

1

2

10

1

2

1

1

1

1

2

8

1

0

1

1

2

0

前回
比11年 15年 19年 23年

3

3

3

3

1

3

3

2

1

2

24

11

3

3

4

3

2

3

4

2

1

2

27

8

3

2

4

3

2

2

2

2

1

2

23

6

3

2

4

2

2

2

2

2

1

2

22

10

0

0

0

△1

0

0

0

0

0

0

△1

4

選挙年

横須賀市

平塚市

藤沢市

小田原市

茅ヶ崎市

三浦市

大和市

伊勢原市

南足柄市

綾瀬市

10市合計

うち女性

区分
当選者数 増減当選者数 増減

合　計無所属

前回
比15年11年 19年 23年

41

30

36

28

28

15

28

21

16

21

264

55

41

28

36

28

28

13

28

21

16

20

259

49

40

26

36

27

28

13

28

20

16

20

254

53

39

26

36

27

28

13

28

20

16

20

253

63

△1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

△1

10

前回
比11年 15年 19年 23年

23

18

15

20

13

10

12

13

12

13

149

18

20

15

18

20

14

6

8

13

13

11

138

14

17

13

14

17

16

5

9

14

13

10

128

20

13

12

13

17

14

4

7

15

13

10

118

24

△4

△1

△1

0

△2

△1

△2

1

0

0

△10

4

10

0

0

0

10

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

1

1

2

1

1

7

7

1

2

1

1

5

5

1

0

1

3

1

6

6

1

2

3

3

△1

0

0

0

0

0

△1

0

0

△1

△3

△3

0

0

1

1

1

1

4

0

0

0

0

0

0

0

0

2

3

2

1

8

1

0

1

0

0

1

1

選挙年

横須賀市

平塚市

藤沢市

小田原市

茅ヶ崎市

三浦市

大和市

伊勢原市

南足柄市

綾瀬市

10市合計

区分
新人の割合 女　性

当選者数 当選者数 構成比当選者数

新元現

15年11年 19年 23年 15年11年 19年 23年 15年11年 19年 23年

0

0

0

1

2

1

1

0

1

0

6

1

1

2

2

6

0

1

0

0

2

1

1

2

0

1

8

10

7

10

9

10

1

14

5

3

6

75

11

3

11

5

8

3

9

7

5

5

67

11年 15年 19年 23年

31

23

25

19

17

13

14

16

13

15

186

41

25

25

22

18

9

18

14

10

15

197

34

21

26

16

21

9

23

15

11

18

194

30

21

24

19

21

9

19

14

12

13

182

0

0

1

0

1

0

0

0

0

0

3

6

5

9

10

5

4

3

5

5

2

54

9

4

12

8

5

3

8

4

4

6

63

24.4%

23.3%

27.8%

32.1%

35.7%

6.7%

50.0%

23.8%

18.8%

28.6%

28.4%

26.8%

10.7%

30.6%

17.9%

28.6%

23.1%

32.1%

33.3%

31.3%

25.0%

25.9%

15.0%

19.2%

25.0%

37.0%

17.9%

30.8%

10.7%

25.0%

31.3%

10.0%

21.3%

23.1%

15.4%

33.3%

29.6%

17.9%

23.1%

28.6%

20.0%

25.0%

30.0%

24.9%

14.6%

20.0%

19.4%

21.4%

35.7%

20.0%

21.4%

19.0%

12.5%

23.8%

20.8%

14.6%

17.9%

13.9%

17.9%

28.6%

30.8%

21.4%

19.0%

6.3%

25.0%

18.9%

10.0%

15.4%

16.7%

22.2%

32.1%

23.1%

25.0%

20.0%

25.0%

30.0%

20.9%

12.8%

23.1%

27.8%

37.0%

28.6%

23.1%

21.4%

15.0%

31.3%

35.0%

24.9%

当選者数

15年11年 19年 23年

6

6

7

6

10

3

6

4

2

5

55

6

5

5

5

8

4

6

4

1

5

49

4

4

6

6

9

3

7

4

4

6

53

5

6

10

10

8

3

6

3

5

7

63

構成比

15年11年 19年 23年

当選者の内訳
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〈資料 7〉　4 町議選　党派別当選者数　比較

執行年

葉山町

中井町

山北町

開成町

合　計

女性

党名 合計（定数）無所属維新 みんな立憲民主共産公明自民

11年 15年 19年 23年 11年 15年 19年 23年 11年 15年 19年 23年 19年 23年 15年 15年23年 11年 15年 19年 23年 11年 15年 19年 23年

執行年

葉山町

中井町

山北町

開成町

合　計

女性

党名 新 女性元現

11年 15年 19年 23年 11年 15年 19年 23年 11年 15年 19年 23年 11年 15年 19年 23年

1

1

0 1

1

1

3

2

1

1

1

3

3

1

1

1

3

3

1

1

2

3

1

1

1

1

4

1

2

1

1

0

4

2

2

1

3

1

2

1

3

1

2

2

0

0

1

1

2

1

1

1

1

8

32

6 1

1

2

1

1

1

0

1

0

1

1

5

4

11

9

8

36

8

11

7

9

36

9

11

7

33

6

7

7

10

6

5 3

20

4

6

3 7

4

2

5

18

2

3

15

3

4

13

2

4

1

14

2

5

2

16

2

5

2

14

3

5

1

14

7 7 5 5

1

10

13

13

10

46

11

9

11

12

10

42

9

9

11

13

11

44

8

10

11

11

12

44

10

14

14

15

12

55

14

14

12

14

12

52

16

14

12

14

12

52

12

14

12

12

12

50

14
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〈資料 8〉　神奈川県内選挙結果

■党派別当選数

〈神奈川県議選〉　（定数 105）

女性 女性比率 現 元 新

自民　 50 47 48 11 4 8% 44 0 4

立憲　 31 25 26 5 9 35% 21 0 5

維新　 28 0 6 1 17% 0 2 4

公明 8 8 8 1 2 25% 7 0 1

共産　 13 5 2 1 50% 1 1 0

国民 4 1 0
神奈川ネット 2 1 1 1 100% 0 0 1

無所属 26 13 14 1 1 7% 10 1 3

　計 162 100 105 18 19 18% 83 4 18

女性 女性比率 現 元 新

自民　 35 33 34 5 15% 31 0 3

立憲 22 19 15 5 33% 12 0 3

維新　 16 0 8 2 25% 0 4 4

公明　 15 16 15 2 13% 13 0 2

共産　 16 9 5 3 60% 4 0 1

国民　 6 2 3 1 33% 2 0 1
れいわ 1 0
社民 1 0
参政 3 0
神奈川ネット 2 1 0
無所属　 21 5 6 4 67% 5 1 0

　計　 138 85 86 22 26% 67 5 14

当選者
合計

当選者
合計

無投票
当選者

当選者の内訳

当選者の内訳立候補者
数

立候補者
数

告示前の
勢力

告示前の
勢力

女性 女性比率 現 元 新

自民　 20 19 17 1 6% 17 0 0

立憲　 14 8 12 3 25% 7 0 5

維新 11 1 7 4 57% 1 1 5

公明　 11 11 11 3 27% 8 0 3

共産　 11 11 8 4 50% 7 0 1

国民　 2 2 1 0% 1 0 0

神奈川ネット 1 1 0
諸派 2 0 0
無所属　 10 5 4 1 25% 3 0 1

　計　 82 58 60 16 27% 44 1 15

女性 女性比率 現 元 新

自民 13 13 12 1 8% 11 0 1
立憲　 9 8 8 4 50% 6 0 2

維新　 5 1 4 0 0% 1 0 3

公明 8 8 8 2 25% 7 0 1

共産　 5 4 2 0 0% 2 0 0

国民　　　　　 2 0
社民　 1 1 0
神奈川ネット　　 1 0
諸派 5 1 2 0 0% 1 0 1

無所属　 17 7 10 3 30% 7 0 3

　計　 66 43 46 10 22% 35 0 11

告示前の
勢力

当選者の内訳

当選者の内訳立候補者
数

立候補者
数

告示前の
勢力

当選者
合計

当選者
合計

〈横浜市議会選〉　（定数 86）

〈川崎市議選〉　（定数 60）

〈相模原市議選〉　（定数 46）
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■神奈川県議会選挙結果

〈県議選候補者　総定数 105〉
経歴などは原則として朝日新聞の報道に基づく



50　自治研かながわ月報 2023年6月号（No.202）50　自治研かながわ月報 2023年6月号（No.202）

　◇川崎市幸区　定数２候補４

当 23,661 田中徳一郎 42 自民 現④ 党県副幹事長

当 17,081 市川　佳子 59 立憲 現④ 〈元〉市議

▽ 11,085 米加田啓介 49 維新 新 医師・行政書士

▽ 7,630 佐藤　正子 66 共産 新 〈元〉保育士

計 59,457

　◇川崎市中原区　定数３候補４

当 30,947 川本　学 51 自民 現③ 〈元〉衆院議員秘書

当 25,006 滝田　孝徳 52 立憲 現⑥ 〈元〉党県幹事長

当 19,201 松川正二郎 54 維新 新① 〈元〉市議

▽ 15,945 君嶋千佳子 73 共産 現② 〈元〉職安次長

計 91,099

　◇川崎市高津区　定数３候補５

当 24,839 小川久仁子 70 自民 現⑦ 介護ＮＰＯ理事

当 13,585 斉藤　尊巳 46 立憲 現④ 〈元〉県議秘書

当 13,241 日浦　和明 46 維新 元② 〈元〉海上自衛官

▽ 12,119 小野倫太郎 45 自民 新 〈元〉党職員

▽ 11,760 野末　明美 58 共産 新 作業療法士

計 75,544

　◇川崎市宮前区　定数３候補４

当 30,530 持田　文男 72 自民 現⑧ 党県副会長

当 22,234 添田　　勝 45 維新 新① 〈元〉市議

当 14,301 柳瀬　吉助 55 立憲 現② 〈元〉衆院議員秘書

▽ 10,375 渡辺あつ子 70 ネット 新 市民団体理事

計 77,440

　◇川崎市多摩区　定数２候補４

当 25,903 土井　隆典 63 自民 現⑦ 党県副会長

当 24,744 青山　圭一 56 立憲 現④ 党県代表代行

▽ 13,859 田村　雅俊 56 維新 新 〈元〉衆院議員秘書

▽ 9,546 惟住　　舜 28 共産 新 〈元〉エンジニア

計 74,052

　◇川崎市麻生区　定数２候補４

当 23,869 石川　裕憲 54 無所属 現③ 〈元〉参院議員秘書

当 16,834 小林　武史 42 自民 新① 〈元〉参院議員秘書

▽ 14,116 相原　高広 59 無所属 現⑦ 〈元〉国際選挙監視要員

▽ 10,315 松岡美恵子　 52 維新 新 顧客対応業務員

計 65,134

　◇相模原市緑区　定数２ 無投票

当 山口美津夫 66 自民 現③ 〈元〉市議・市職員

当 小田　貴久 41 立憲 新② 〈元〉市議

　◇相模原市中央区　定数３候補４

当 31,820 河本　文雄 66 自民 現④ 幼稚園理事

当 31,245 寺崎　雄介 51 無所属 元⑤ 不動産会社役員

当 20,691 佐々木正行 59 公明 現⑤ 〈元〉衆院議員秘書

▽ 13,383 熊坂　崇徳 40 維新 新 〈元〉愛川町議

計 97,139

　◇相模原市南区　定数３候補４

当 35,174 細谷　政幸 65 自民 現④ 不動産管理業

当 28,579 京島　圭子 52 立憲 現③ 保険代理業

当 21,478 阿部将太郎 33 維新 新① 高齢者支援業

▽ 17,155 小林　大介 47 立憲 現② 運送会社長

計 102,386

　◇横須賀市　定数４候補７

当 26,683 田中洋次郎 46 自民 新① 〈元〉市議

当 24,064 竹内　英明 72 自民 現⑧ 〈元〉党県幹事長

当 22,451 亀井　貴嗣 56 公明 現⑤ 〈元〉衆院議員秘書

当 19,365 永井　真人 45 無所属 新① 神職〈元〉市議

▽ 15,806 井坂　新哉 51 共産 現② 〈元〉市議

▽ 12,257 生井　洋子 56 維新 新 イベント企画業

2,849 内川　真樹 52 無所属 新 〈元〉衣料品会社員

計 123,475

　◇藤沢市　定数５候補７

当 25,401 脇　　礼子 65 立憲 現② 市民団体副代表

当 22,761 松長　泰幸 54 無所属 現② 〈元〉市議

当 21,152 吉田　淳基 40 自民 新① 〈元〉市議

当 20,941 市川　和広 52 自民 現③ 〈元〉市議

当 20,211 織田　幸子 53 公明 新① 党県女性局次長

▽ 15,673 塩坂源一郎 59 維新 元② 運動用品販売業

▽ 15,062 加藤なを子 64 共産 元① 党地区委員

計 141,201

　◇小田原市　定数２候補３

当 23,678 小沢　良央 49 自民 現③ 〈元〉建設会社長

当 18,371 佐々木奈保美 53 立憲 現② 学習塾経営

▽ 13,624 大村　　学 60 維新 新 〈元〉市議・市職員

計 55,673

　◇茅ケ崎市　定数３候補５

当 23,096 永田　輝樹 59 自民 現② 経営コンサル会社役員

当 19,633 平野みぎわ　 42 立憲 新① ソーシャルワーカー

当 16,688 桝　晴太郎 32 自民 現② 〈元〉建設会社員

▽ 7,611 湯本　大堅 47 維新 新 〈元〉衆院議員秘書

3,592 桂　　秀光 66 無所属 新 印大学位審査員

計 70,620

　◇秦野市　定数２候補３

当 21,731 神倉　寛明 45 自民 現③ 〈元〉市議

当 14,130 谷　　和雄 62 無所属 新① 工務店役員

▽ 11,435 古谷　一郎 55 無所属 新 ラーメン店経営

計 47,296

　◇厚木市・愛川町・清川村　定数３候補４

当 24,258 難波　達哉 50 自民 新① 〈元〉市議

当 15,709 佐藤　圭介 36 無所属 現② 〈元〉海上自衛官

当 15,280 佐藤　知一 53 維新 元④ 〈元〉市議

▽ 13,461 高田　昌慶 35 立憲 新 児童福祉ＮＰＯ理事

計 68,708

　◇大和市　定数３候補４

当 24,371 藤代　優也 51 自民 現④ 党県副幹事長

当 20,287 野内　光枝 55 立憲 新① 〈元〉市議

当 17,004 谷口　和史 60 公明 現④ 〈元〉ロイター通信記者

▽ 13,272 阿部ゆり亜　 40 維新 新 英語講師

計 74,934

■神奈川県議会選挙結果

〈県議選候補者　総定数 105〉
経歴などは原則として朝日新聞の報道に基づく
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　◇大和市　定数３候補４

当 24,371 藤代　優也 51 自民 現④ 党県副幹事長

当 20,287 野内　光枝 55 立憲 新① 〈元〉市議

当 17,004 谷口　和史 60 公明 現④ 〈元〉ロイター通信記者

▽ 13,272 阿部ゆり亜　 40 維新 新 英語講師

計 74,934

　◇伊勢原市　定数１候補２

当 17,852 渡辺　紀之 52 自民 現④ 学習塾経営

▽ 13,660 舘　　大樹 45 無所属 新 〈元〉衆院議員秘書

計 31,512

　◇海老名市　定数２候補３

当 23,996 長田　進治 57 自民 現⑤ 障害福祉法人評議員

当 15,398 相原　志穂 46 立憲 新① 〈元〉市議

▽ 5,799 伊左次美江 61 維新 新 オペラ歌手

計 45,193

　◇寒川町　定数１候補２

当 6,611 山本　　哲 53 自民 現③ 不動産管理業

▽ 6,338 佐藤　正憲 42 無所属 新 〈元〉町議

計 12,949

　◇大磯町・二宮町　定数１候補２

当 10,481 吉川　　諭 40 無所属 新① 〈元〉大磯町議

▽ 9,941 盛　　宏明 38 自民 新 党県青年局次長

計 20,422

■神奈川県議会選挙結果

〈県議選候補者　総定数 105〉
経歴などは原則として朝日新聞の報道に基づく

■県議選無投票当選者 12 選挙区で 18 人〈再掲〉
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■横浜市議会選挙結果

〈横浜市議会選候補者　総定数 86〉
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■横浜市議会選挙結果

〈横浜市議会選候補者　総定数 86〉

■川崎市議会選挙結果

〈川崎市議会選候補者　総定数 60〉



54　自治研かながわ月報 2023年6月号（No.202）54　自治研かながわ月報 2023年6月号（No.202）

■相模原市議会選挙結果 ■市議会選挙結果

〈相模原市議選候補者　総定数 46〉
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■市議会選挙結果
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■町議会選挙結果






